
米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
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米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る

新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

│
規
制
強
化
と
コ
ン
バ
ー
ジ
ェ
ン
ス
な
ら
び
に
忠
実
義
務
な
ど
を
通
じ
た
株
主
間
差
別
化
に
向
け
て

│

藤　
　

川　
　

信　
　

夫

は
じ
め
に

二
〇
〇
八
年
九
月
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
を
契
機
と
す
る
金
融
危
機
に
対
処
す
べ
く
、
国
際
的
金
融
法
制
の
再
構
築
が
図
ら
れ
つ
つ
あ
る
。

米
国
で
は
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
が
制
定
さ
れ
、
広
範
な
内
容
、
規
則
の
委
任
等
か
ら
な
り
、
検
討
課
題
を
抱
え
つ
つ
も
改
革
が
進
め
ら

れ
る
。
本
稿
で
は
、
同
法
を
中
心
に
、
国
際
金
融
法
制
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
課
題
に
焦
点
を
絞
り
つ
つ
、
近
時
の
コ
ン
バ
ー
ジ
ェ
ン
ス
な
ら

び
に
株
主
の
忠
実
義
務
を
通
じ
た
株
主
間
差
別
化
な
ど
新
た
な
動
向
に
も
注
目
し
て
、
今
後
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
帰
趨
お
よ
び
実
践
等
と
い

五
九
一
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う
大
き
な
視
点
の
下
で
考
察
を
進
め
る
も
の
で
あ
る
。

第
一
章　

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
お
け
る
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
規
定

1
．
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
お
け
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
関
連
規
制
の
強
化

米
国
オ
バ
マ
大
統
領
は
包
括
的
な
金
融
制
度
改
革
を
図
る
た
め
、
二
〇
一
〇
年
七
月
二
一
日
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
・
ウ
ォ
ー
ル
ス
ト

リ
ー
ト
改
革
お
よ
び
消
費
者
保
護
法
（D

odd-F
rank W

all S
treet R

eform
 and C

onsum
er P

rotection A
ct

）
に
署
名
、
成
立
し
て
い
る

（
1
）

。

T
oo B

ig T
o F

ail

問
題
の
対
応
を
含
む
ボ
ル
カ
ー
・
ル
ー
ル
の
他
、
店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
、
ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
、
消
費

者
・
投
資
家
保
護
等
の
広
い
内
容
を
含
む
。

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
関
連
条
項
に
つ
い
て
、
①
第
九
五
一
条
（
一
九
三
四
年
証
券
取
引
所
法
一
四
Ａ
条
の
改
正
）
は
、
株

主
に
役
員
報
酬
お
よ
び
敵
対
的
買
収
防
衛
策
で
あ
る
役
員
退
職
金
に
関
す
る
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
パ
ラ
シ
ュ
ー
ト
（G

olden P
arachute

）
に
つ

い
て
の
定
期
的
な
株
主
の
セ
イ
・
オ
ン
・
ペ
イ
（S

ay on P
ay

）
の
投
票
権
（a periodic advisory vote

）
を
賦
与
す
る
。
②
第
九
五
二
条

等
は
、
報
酬
委
員
会
が
完
全
に
独
立
し
、
委
員
会
が
特
定
の
指
定
さ
れ
た
監
督
責
任
を
与
え
ら
れ
る
こ
と
、
報
酬
委
員
会
が
独
立
性
の
基

準
と
独
立
し
た
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
お
よ
び
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
た
め
の
要
求
項
目
を
強
化
す
る
こ
と
を
要
求
す
る
。
ブ
ロ
ー
カ
ー
が
取
締
役

の
選
任
な
ら
び
に
役
員
報
酬
に
つ
き
自
由
裁
量
の
投
票
を
行
使
す
る
こ
と
を
禁
じ
る
。
③
第
九
五
三
条
で
は
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
（U

.S
.S

ecurities 

and E
xchange C

om
m
ission 

米
国
証
券
取
引
委
員
会
）
が
企
業
に
役
員
報
酬
に
関
し
て
追
加
の
情
報
公
開
を
提
供
す
る
こ
と
を
規
定
す
る
。

④
第
九
五
四
条
は
役
員
報
酬
に
関
し
て
サ
ー
ベ
ン
ス
・
オ
ク
ス
レ
ー
法
（S

arbanes-O
xley A

ct 

Ｓ
Ｏ
Ｘ
法
：
米
国
企
業
改
革
法
）
の
規
則
を

拡
大
す
る
。
誤
っ
て
与
え
ら
れ
た
報
酬
に
対
し
て
ク
ロ
ー
バ
ッ
ク
（claw

back
）
政
策
を
行
う
場
合
の
要
求
事
項
を
設
定
す
る
。
⑤
第

五
九
二



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
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新
た
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リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
九
八
五
）

九
七
一
条
は
、 

Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
対
し
て
プ
ロ
ク
シ
・
ア
ク
セ
ス
（proxy access

）
ル
ー
ル
の
採
用
に
つ
い
て
の
認
可
権
限
を
与
え
る
。
株
主
が

会
社
の
株
主
総
会
招
集
通
知
を
候
補
者
を
取
締
役
に
指
名
す
る
た
め
に
使
用
を
許
さ
れ
る
同
ル
ー
ル
を
広
め
る
権
限
を
Ｓ
Ｅ
Ｃ
が
有
す
る

こ
と
を
確
認
す
る
。
⑥
第
九
七
二
条
は
、
企
業
が
同
一
人
が
Ｃ
Ｅ
Ｏ
と
取
締
役
会
長
の
地
位
の
双
方
を
有
す
る
か
、
そ
の
理
由
に
つ
い
て

の
公
表
を
求
め
る
。
報
酬
、
従
業
員
お
よ
び
取
締
役
間
の
ヘ
ッ
ジ
ン
グ
取
引
（em

ployee and director hedging transactions

）、
Ｃ
Ｅ
Ｏ

と
取
締
役
会
議
長
の
役
割
の
分
化
（separation of the C

E
O
 and B

oard chair roles

）
に
関
す
る
会
社
決
定
の
開
示
を
強
化
す
る
。
⑦
第

九
八
九
Ｇ
条
で
は
、
小
規
模
発
行
者
に
対
し
て
、
Ｓ
Ｏ
Ｘ
法
第
四
〇
四
条
（
ｂ
）
の
要
求
す
る
内
部
統
制
に
関
す
る
監
査
人
証
明
（the 

internal controls auditor attestation requirem
ent of S

ection 404

（b

） of the S
arbanes-O

xley A
ct

）
の
要
求
か
ら
の
免
除
を
賦
与
す
る

（
2
）

。

2
．
金
融
機
関
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報
酬
、
セ
イ
・
オ
ン
・
ペ
イ
、
公
益
通
報
に
関
す
る
規
制

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
お
い
て
は
、
役
員
報
酬
と
企
業
実
績
の
連
動
性
な
ら
び
に
Ｃ
Ｅ
Ｏ
報
酬
と
他
の
役
職
員
報
酬
の
比
率
の
開
示

な
ど
の
規
定
に
つ
き
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
の
規
則
策
定
が
求
め
ら
れ
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
議
決
権
行
使
助
言
機
関
の
利
益
相
反
な
ら
び
に
不
透
明
性
に
つ
い

て
問
題
提
起
し
、
規
制
強
化
の
可
能
性
も
指
摘
さ
れ
る
。

①
金
融
機
関
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報
酬　

今
回
の
金
融
危
機
の
一
因
と
さ
れ
る
金
融
機
関
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報
酬
規
制
に
つ
い
て
は
、

連
結
資
産
一
〇
億
ド
ル
以
上
の
金
融
機
関
は
不
適
切
な
リ
ス
ク
に
繋
が
る
過
度
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報
酬
な
ど
が
禁
じ
ら
れ
、
加
え
て
金

融
機
関
を
重
大
な
リ
ス
ク
に
晒
し
得
る
職
員
を
特
定
し
て
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報
酬
を
承
認
・
文
書
化
す
る
こ
と
、
役
員
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
報
酬
の
五
〇
％
以
上
を
三
年
以
上
繰
り
延
べ
る
こ
と
な
ど
が
求
め
ら
れ
る

（
3
）

。

②
セ
イ
・
オ
ン
・
ペ
イ　

セ
イ
・
オ
ン
・
ペ
イ
は
、
株
主
が
株
主
総
会
に
お
い
て
役
員
報
酬
に
対
し
て
拘
束
力
の
な
い
決
議
を
行
う
権

利
を
指
し

（
4
）

、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
の
委
任
状
勧
誘
規
則
に
よ
り
株
主
総
会
等
の
委
任
状
等
に
は
、
少
な
く
と
も
三
年
ご
と
に
開
示
が
義
務
付
け
ら
れ
る

五
九
三
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役
員
報
酬
の
承
認
の
た
め
に
株
主
に
よ
る
決
議
、
お
よ
び
少
な
く
と
も
六
年
ご
と
に
前
記
決
議
の
頻
度
を
定
め
る
株
主
に
よ
る
決
議
が
含

ま
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
背
景
に
は
、
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
会
社
法
な
ど
が
企
業
経
営
者
寄
り
で
、
株
主
が
企
業
に
対
し
て
発
言
す
る
機
会

が
少
な
い
こ
と
、
最
多
得
票
制
（plurality voting

）
で
は
会
社
提
案
の
取
締
役
選
任
は
事
実
上
確
実
で
あ
り
、
棄
権
・
反
対
票
が
死
票
と

な
る
こ
と

（
5
）

が
挙
げ
ら
れ
る
。

③
公
益
通
報
保
護
│
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引
に
お
け
る
通
報
者
保
護
の
拡
大
│　

通
報
者
保
護
に
つ
い
て
、
米
国
に
お
い
て
は
一
九
八
八

年
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引
お
よ
び
証
券
詐
欺
執
行
法
に
よ
り
Ｓ
Ｅ
Ｃ
が
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引
通
報
者
に
報
奨
金
を
支
払
う
こ
と
が
可
能
と

な
っ
て
い
る

（
6
）

。
Ｓ
Ｏ
Ｘ
法
に
よ
り
、
上
場
企
業
に
お
け
る
通
報
者
保
護
が
図
ら
れ
、
今
時
金
融
危
機
を
受
け
て
、
保
護
の
拡
大
を
証
券
法

違
反
に
拡
大
し
、
公
益
通
報
（w

histle blow
ing

）
の
促
進
と
保
護
の
強
化
か
ら
、
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
第
九
二
二
条
に
お
い
て
、
自
社

の
証
券
法
違
反
に
関
す
る
独
自
に
知
り
得
た
情
報
を
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
任
意
で
通
報
し
た
結
果
、
一
〇
〇
万
ド
ル
以
上
の
民
事
制
裁
金
賦
課
に

至
っ
た
場
合
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
通
報
者
に
民
事
制
裁
金
の
一
〇
│
三
〇
％
を
報
奨
金
と
し
て
支
払
う
こ
と
が
規
定
さ
れ
、
ま
た
企
業
側
が
公
益

通
報
者
に
対
し
て
告
発
を
理
由
と
す
る
不
利
益
を
与
え
る
こ
と
を
禁
じ
る
。
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
二
〇
一
一
年
一
一
月
三
日
公
益
通
報
の
促
進
と
保

護
に
関
す
る
規
則
案
を
採
択
し
、
第
一
に
、
報
償
の
対
象
と
な
ら
な
い
公
益
通
報
者
と
し
て
、
法
律
・
契
約
上
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
既
に
情
報
提
供

義
務
を
負
う
者
、
弁
護
士
・
会
計
士
な
ど
の
顧
客
情
報
に
よ
り
報
奨
金
を
得
る
者
、
不
正
情
報
等
に
よ
り
社
内
で
対
処
す
る
役
目
の
者
を

定
義
づ
け
る
。
第
二
に
、
公
益
通
報
者
が
自
社
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
部
門
や
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
な
い
が
し
ろ
に
し

な
い
た
め
の
措
置
も
規
定
す
る
。
従
前
の
証
券
法
違
反
に
関
わ
る
制
度
は
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引
関
連
に
限
定
さ
れ
、
報
奨
金
上
限
も

一
〇
％
で
あ
り
、
活
用
さ
れ
て
い
な
い
の
が
実
態
で
あ
る
。
課
題
と
し
て
、
第
一
に
、
従
業
員
が
報
奨
金
目
当
て
に
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
違
反
事
案

を
直
接
持
ち
込
み
、
企
業
の
自
主
的
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
活
動
を
阻
害
し
か
ね
な
い
こ
と
、
第
二
に
州
法
曹
協
会
に
よ
り
Ｓ
Ｅ
Ｃ
へ
の
情

五
九
四
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報
提
供
が
認
め
ら
れ
る
場
合
は
弁
護
士
等
も
報
奨
金
対
象
の
公
益
通
報
者
と
な
り
得
る
こ
と
に
つ
い
て
、
批
判
・
懸
念
が
表
明
さ
れ
る
。

第
三
に
、
同
法
で
は
公
益
通
報
制
度
の
担
当
部
署
を
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
設
置
す
る
が
、
臨
時
予
算
の
た
め
に
組
織
編
成
が
進
ん
で
い
な
い
点
も
指

摘
さ
れ
、
執
行
部
門
の
確
立
が
必
要
と
さ
れ
よ
う
。

3
．
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
の
ボ
ル
カ
ー
・
ル
ー
ル
と
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
お
け
る
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
設
定
の
方
針
・
手
続
き
に
関
し
て
、
銀
行
事
業
体
は
、
許
容
の

有
無
に
関
わ
ら
ず
、
ボ
ル
カ
ー･

ル
ー
ル
活
動
を
行
う
場
合
、
対
象
銀
行
事
業
体
は
、
最
低
で
も
以
下
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
設
定
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い

（
7
）

。
ま
た
追
加
・
予
防
プ
ロ
グ
ラ
ム
も
規
定
さ
れ
る
。（
イ
）
銀
行
事
業
体
の
活
動
や
投
資
が
法
律
・
規
則
を
遵
守
し
て
い
る

こ
と
を
確
保
す
る
た
め
、
文
書
化
し
、
記
述
し
、
モ
ニ
タ
ー
す
る
た
め
に
合
理
的
に
策
定
さ
れ
た
社
内
の
方
針
・
手
続
文
書
。（
ロ
）
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
を
達
成
で
き
な
い
お
そ
れ
の
あ
る
分
野
を
モ
ニ
タ
ー
し
、
特
定
す
る
と
共
に
、
禁
じ
ら
れ
て
い
る
活
動
お
よ
び
投
資
の

発
生
を
防
ぐ
た
め
に
合
理
的
に
設
計
さ
れ
た
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
。（
ハ
）
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
責
務
と
責
任
所
在
を
明
確
に

描
く
経
営
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
。（
ニ
）
銀
行
事
業
体
の
適
格
社
員
ま
た
は
外
部
の
適
格
監
査
人
に
よ
り
行
わ
れ
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
有
効
性

の
独
立
検
査
。（
ホ
）
最
低
五
年
間
保
持
さ
れ
、
要
求
が
あ
り
次
第
、
規
制
当
局
に
提
出
さ
れ
る
、
ボ
ル
カ
ー･

ル
ー
ル
の
法
律
や
実
施

規
則
の
遵
守
を
実
証
す
る
に
十
分
な
記
録
の
保
存
・
管
理
な
ど
。

4
．
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
お
け
る
報
酬
規
制
と
我
が
国
へ
の
影
響
│
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
相
違
と
接
点
│

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
お
け
る
報
酬
規
制
と
我
が
国
法
制
度
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
も
、
今
後
の
考
察
す
べ
き
課
題
と
な
ろ
う

（
8
）

。

株
主
総
会
の
権
限
な
ど
を
定
め
る
会
社
法
に
相
当
す
る
法
律
は
米
国
で
は
州
法
管
轄
、
同
法
が
改
正
し
た
一
九
三
四
年
証
券
取
引
所
法
は

連
邦
法
、
か
つ
金
融
商
品
取
引
法
に
相
当
す
る
市
場
法
で
あ
る
な
ど

（
9
）

、
会
社
法
制
の
関
係
で
制
度
設
計
な
ど
の
相
違
が
あ
る
。
我
が
国
上

五
九
五



政
経
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四
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三
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二
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一
三
年
一
月
）

（
九
八
八
）

場
会
社
の
大
多
数
を
占
め
る
監
査
役
設
置
会
社
は
ガ
バ
ナ
ン
ス
構
造
も
異
な
り
、
実
務
の
運
用
は
と
も
か
く
、
法
律
・
制
度
面
で
セ
イ
・
オ

ン
・
ペ
イ
が
問
題
と
な
る
余
地
は
現
状
で
は
多
く
な
い
と
理
解
さ
れ
よ
う
。
セ
イ
・
オ
ン
・
ペ
イ
は
、
取
締
役
（director

）
報
酬
で
な
く
、

Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
に
よ
り
個
別
開
示
義
務
が
課
さ
れ
る
一
定
の
上
級
役
員
（executive offi  cer

）
報
酬
を
対
象
と
し
、
上
級
役
員
は
監
査
役
設

置
会
社
に
お
け
る
業
務
執
行
取
締
役
、
執
行
役
員
（
法
律
上
は
使
用
人
）
の
い
ず
れ
か
と
い
う
議
論
も
あ
ろ
う
。
Ｃ
Ｅ
Ｏ
、
Ｃ
Ｆ
Ｏ
な
ど
一
定

の
上
級
役
員
の
個
人
別
報
酬
額
の
開
示
を
前
提
に
、
開
示
内
容
に
対
し
て
法
的
効
力
の
な
い
承
認
決
議
を
と
る
仕
組
み
で
、
個
々
の
役
員
が

最
終
的
に
受
領
し
た
報
酬
額
も
含
め
、
事
後
チ
ェ
ッ
ク
を
行
う
性
質
を
有
す
る
が
、
他
方
、
会
社
法
で
は
法
的
効
力
の
あ
る
承
認
決
議
を

必
要
と
し
つ
つ
、
事
前
に
総
額
の
報
酬
枠
を
設
け
る
。
二
〇
一
〇
年
連
結
報
酬
等
の
総
額
が
一
億
円
以
上
の
取
締
役
等
に
つ
い
て
個
人
別

報
酬
額
の
開
示
を
義
務
付
け
る
制
度
が
導
入
さ
れ
る
が
、
金
融
商
品
取
引
法
に
基
づ
く
有
価
証
券
報
告
書
の
開
示
で
あ
り
、
会
社
法
上
の

取
締
役
の
報
酬
等
決
議
と
は
リ
ン
ク
し
な
い
。
も
っ
と
も
、
会
社
の
業
務
執
行
者
の
報
酬
等
に
対
す
る
株
主
の
チ
ェ
ッ
ク
機
能
の
制
度
的

担
保
の
面
で
共
通
点
は
あ
り
、
私
見
で
あ
る
が
、
実
質
的
な
ガ
バ
ナ
ン
ス
構
造
の
調
和
と
共
に
、
収
斂
す
る
方
向
に
働
く
面
が
あ
ろ
う
か
。

第
二
章　

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
と
サ
ー
ベ
ン
ス･

オ
ク
ス
リ
ー
法
の
比
較
検
討

1
．
公
開
会
社
の
内
部
統
制
報
告
に
関
す
る
監
査
証
明
義
務
の
適
用
除
外
│
Ｓ
Ｏ
Ｘ
法
の
緩
和
│

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
で
は
、
内
部
統
制
報
告
書
の
大
手
早
期
提
出
者
（large accelerated fi lter

）（
普
通
株
式
時
価
総
額
七
億
ド
ル
以
上
）、

早
期
提
出
者
（accelerated fi lter

）（
普
通
株
式
時
価
総
額
七
五
〇
〇
万
ド
ル
以
上
七
億
ド
ル
未
満
な
ど
）
の
何
れ
で
も
な
い
公
開
会
社
に
つ
い
て
、

財
務
報
告
に
か
か
る
内
部
統
制
の
監
査
証
明
義
務
を
適
用
除
外
し
（
九
八
九
Ｇ
条
（
ａ
））、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
改
正
（
Ｓ
Ｏ
Ｘ
法
四
〇
四
条
（
ｃ
）
の

追
加
）
に
伴
う
規
則
改
正
を
行
っ
て
い
る
（
二
〇
一
〇
年
九
月
二
一
日
施
行
）。
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
、
時
価
総
額
が
七
五
〇
〇
万
ド
ル
│
二
億

五
九
六



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
九
八
九
）

五
〇
〇
〇
万
ド
ル
の
公
開
会
社
に
つ
い
て
、
投
資
者
保
護
を
維
持
し
、
か
つ
内
部
統
制
監
査
義
務
の
負
担
を
軽
減
で
き
る
方
法
を
判
断
す

る
た
め
の
調
査
研
究
を
行
い
、
同
法
成
立
後
九
カ
月
以
内
（
二
〇
一
一
年
四
月
ま
で
）
に
連
邦
議
会
に
対
し
て
報
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
（
九
八
九
Ｇ
条
（
ｂ
））

（
10
）。

2
．
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
第
九
五
四
条
と
Ｓ
Ｏ
Ｘ
法
第
三
〇
四
条
の
比
較
│
報
酬
ク
ロ
ー
バ
ッ
ク
と
海
外
発
行
体
に
対
す
る
影
響
│

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
第
九
五
四
条
と
Ｓ
Ｅ
Ｃ
採
択
規
則
に
よ
り
、
①
各
発
行
体
は
証
券
諸
法
に
基
づ
き
報
告
が
義
務
付
け
ら
れ
る
財

務
情
報
に
基
づ
く
発
行
体
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報
酬
に
関
す
る
方
針
の
開
示
を
策
定
・
実
施
す
る
こ
と
、
②
発
行
体
が
証
券
諸
法
に
基
づ

く
財
務
報
告
要
件
の
重
大
な
不
履
行
を
原
因
と
し
て
、
会
計
書
類
の
修
正
再
表
示
を
作
成
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
た
場
合
、
当
該
発
行
体

は
会
計
書
類
の
修
正
再
表
示
の
作
成
が
求
め
ら
れ
る
日
付
か
ら
三
年
前
ま
で
の
期
間
に
誤
っ
た
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報

酬
（
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
を
含
む
）
を
受
領
し
た
発
行
体
の
現
職
ま
た
は
元
の
役
員
（executive offi  cers

）
か
ら
当
該
役
員
に
対
し
て
会
計

修
正
再
表
示
に
基
づ
き
支
払
わ
れ
る
は
ず
で
あ
っ
た
額
を
超
え
る
分
の
回
収
が
義
務
付
け
ら
れ
る

（
11
）

。
Ｆ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
は
二
〇
一
〇
年
一
〇
月

一
四
日
通
達
「
銀
行
等
に
お
け
る
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
パ
ラ
シ
ュ
ー
ト
の
申
請
に
関
す
る
解
釈
ガ
イ
ダ
ン
ス
（G

uidance on G
olden P

arachute 

A
pplications

）」
を
発
出
し
、
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
パ
ラ
シ
ュ
ー
ト
報
酬
の
支
払
申
請
の
承
認
に
際
し
、
段
階
的
分
割
支
払
ま
た
は
報
酬
を
条

件
付
で
減
ら
す
条
件
付
回
収
条
項
（claw

back provision

）」
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
前
身
条
項
で
あ
る
第
三
〇
四
条
要
件
に
比
べ
て
、

第
九
五
四
条
要
件
は
厳
格
で
あ
る

（
12
）

。
①
不
正
行
為
に
か
か
わ
り
な
く
ク
ロ
ー
バ
ッ
ク
を
義
務
付
け
る
。
②
ル
ッ
ク
バ
ッ
ク
（
遡
及
）
期
間

が
一
二
ケ
月
で
は
な
く
三
年
間
で
あ
る
。
③
Ｃ
Ｅ
Ｏ
お
よ
び
Ｃ
Ｆ
Ｏ
の
み
で
な
く
現
職
ま
た
は
元
の
役
員
に
適
用
さ
れ
る
。
④
Ｓ
Ｅ
Ｃ
で

な
く
発
行
体
に
よ
り
執
行
さ
れ
る
。
米
国
企
業
の
多
く
が
第
三
〇
四
条
の
要
件
よ
り
も
踏
み
込
ん
だ
独
自
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報
酬
ク

ロ
ー
バ
ッ
ク
方
針
を
採
用
し
、
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
で
あ
る
機
関
投
資
家
な
ど
の
株
主
圧
力
に
対
応
し
た
も
の
で
あ
る
。

五
九
七
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第
三
章　

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
と
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
の
構
築

1
．
取
締
役
会
の
リ
ス
ク
ガ
バ
ナ
ン
ス

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
は
、
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
し
て
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
（
連
邦
準
備
制
度
理
事
会
）
の
危
機
時
の
対
応
に
つ
き
、
連
邦

準
備
法
一
三
条
（
三
）
項
改
訂
を
行
い
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
緊
急
時
特
別
融
資
に
つ
き
明
確
化
・
厳
格
化
を
図
る
ほ
か
、
Ｆ
Ｄ
Ｉ
Ｃ
（
連
邦
預
金

保
険
公
社
）
の
流
動
性
問
題
発
生
時
の
保
証
に
つ
い
て
も
規
定
す
る
。
同
法
に
よ
り
、
銀
行
持
株
会
社
な
ど
大
規
模
金
融
機
関
に
対
し
リ

ス
ク
委
員
会
設
置
お
よ
び
二
〇
〇
四
年
米
国
ト
レ
ッ
ド
ウ
ェ
イ
委
員
会
組
織
委
員
会
（
Ｃ
Ｏ
Ｓ
Ｏ
）
が
公
表
し
た
内
部
統
制
に
関
す
る
Ｅ

Ｒ
Ｍ
（E

nterprise R
isk M

anagem
ent 

統
合
的
リ
ス
ク
管
理
）
の
重
視
が
求
め
ら
れ
、
Ｃ
Ｒ
Ｏ
（C

hief R
isk O

ffi  cer

）
の
役
割
が
重
要
と
な

る
。
二
〇
一
〇
年
一
〇
月
バ
ー
ゼ
ル
銀
行
監
督
委
員
会
「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
強
化
す
る
た
め
の
諸
原
則

（
13
）

」
に
お
い
て
同
様

に
リ
ス
ク
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
担
い
手
と
し
て
取
締
役
会
の
役
割
が
重
視
さ
れ
、
金
融
機
関
の
業
務
、
リ
ス
ク
戦
略
、
財
務
の
健
全
性
、
組
織

と
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
あ
り
方
の
最
終
的
責
任
を
有
し
、（
イ
）
金
融
機
関
の
財
務
上
の
長
期
的
利
益
、
リ
ス
ク
エ
ク
ス
ポ
ジ
ャ
ー
と
リ
ス
ク

を
効
果
的
に
管
理
す
る
能
力
を
考
慮
し
つ
つ
、
全
体
的
な
業
務
戦
略
の
承
認
・
監
視
を
行
う
こ
と
、（
ロ
）
リ
ス
ク
許
容
度
・
リ
ス
ク
選

好
度
を
含
む
総
合
的
リ
ス
ク
戦
略
、
リ
ス
ク
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
方
針
、
内
部
管
理
体
制
、
行
動
規
範
や
同
種
の
文
書
を
含
む
ガ
バ

ナ
ン
ス
の
枠
組
み
・
原
則
お
よ
び
企
業
価
値
基
準
、
報
酬
制
度
の
承
認
・
監
視
を
行
う
な
ど
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
全
体
の
枠
組
み
構
築

と
検
証
・
監
視
の
機
能
を
担
う

（
14
）

。
一
九
九
八
年
バ
ー
ゼ
ル
銀
行
監
督
委
員
会
「
銀
行
組
織
に
お
け
る
内
部
管
理
体
制
の
フ
レ
ー
ム
ワ
ー

ク
」
も
踏
ま
え
て
、
取
締
役
会
の
責
任
は
重
要
な
方
針
の
承
認
な
ら
び
に
定
期
的
見
直
し
、
リ
ス
ク
許
容
度
な
ら
び
に
リ
ス
ク
選
好
度
の

設
定
・
承
認
、
組
織
体
制
の
承
認
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
実
施
の
確
保
と
な
ろ
う
。

五
九
八



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
九
九
一
）

2
．
リ
ス
ク
委
員
会
な
ら
び
に
内
部
統
制

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
委
員
会
は
、
経
営
陣
を
含
め
リ
ス
ク
の
状
況
に
つ
い
て
審
議
し
て
適
切
な
意
思
決
定
を
図
る
。
経
営
会
議
の
下

部
委
員
会
、
取
締
役
会
に
対
し
て
報
告
す
る
委
員
会
と
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
同
委
員
会
の
責
任
と
し
て
、
総
合
的
リ
ス
ク
許
容
度
・
選

好
度
お
よ
び
戦
略
に
つ
い
て
の
取
締
役
会
へ
の
助
言
、
経
営
陣
に
よ
る
戦
略
遂
行
の
監
視
が
挙
げ
ら
れ
る
。
所
管
事
項
に
は
資
本
・
流
動

性
管
理
に
関
す
る
戦
略
も
含
ま
れ
る
べ
き
と
す
る
。
リ
ス
ク
委
員
は
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
部
門
の
ほ
か
、
業
務
担
当
取
締
役
・
執
行
役

員
な
ど
リ
ス
ク
の
源
泉
で
あ
る
業
務
部
門
の
参
画
が
必
要
と
さ
れ
る
。
課
題
と
し
て
、
業
務
部
門
の
委
員
と
の
利
益
相
反
関
係
が
あ
る
。

内
部
統
制
の
体
制
構
築
に
お
い
て
も
監
査
委
員
会
・
監
査
役
会
と
の
連
携
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
業
務
執
行
ラ
イ
ン
か
ら
の
独
立
性
の
確
保
な
ど
が
議

論
と
な
り
、
内
部
監
査
部
門
の
充
実
の
必
要
性
が
唱
え
ら
れ
る
が
、
別
部
署
の
設
置
、
リ
ス
ク
委
員
会
の
少
数
派
と
し
て
制
約
を
か
け
る

な
ど
、
組
織
構
築
の
実
践
に
向
け
て
議
論
と
な
ろ
う
か
。

3
．
統
合
的
リ
ス
ク
管
理

金
融
規
制
強
化
に
対
す
る
金
融
機
関
側
の
対
応
と
し
て
、
取
締
役
会
の
リ
ス
ク
ガ
バ
ナ
ン
ス
機
能
の
強
化
が
求
め
ら
れ
、
Ｃ
Ｒ
Ｏ
、
リ

ス
ク
委
員
会
な
ど
が
統
合
的
リ
ス
ク
管
理
（
Ｅ
Ｒ
Ｍ
）
の
要
と
し
て
重
要
な
役
割
を
担
う
こ
と
と
な
る
。
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
観
点
か
ら
は
、

リ
ス
ク
運
営
（
業
務
部
門
）
お
よ
び
リ
ス
ク
管
理
部
署
間
の
通
常
の
相
互
牽
制
と
は
別
に
、
総
合
的
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
部
門
は
個
別

の
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
所
管
部
署
に
対
し
て
独
立
性
・
相
互
牽
制
の
立
場
を
保
ち
、
金
融
機
関
に
お
け
る
全
リ
ス
ク
を
統
括
し
て
リ
ス

ク
管
理
態
勢
全
体
の
高
度
化
を
企
画
・
推
進
す
る
こ
と
、
個
別
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
部
署
の
監
督
振
り
自
体
を
監
督
し
て
リ
ス
ク
カ
テ

ゴ
リ
ー
別
に
評
価
・
改
善
す
る
。

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
よ
り
、
企
業
側
は
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
実
践
に
つ
い
て
再
検
討
と
洗
練
が
求
め
ら
れ
、
規
制
当
局
は
公
開
企
業
の

五
九
九
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管
理
と
監
視
の
関
わ
り
を
強
め
る
。
株
式
公
開
会
社
の
統
治
に
関
し
て
委
員
会
、
経
営
者
、
株
主
と
規
制
当
局
の
役
割
が
変
貌
し
、
企
業

側
は
、
機
関
投
資
家
お
よ
び
小
口
株
主
な
ど
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
改
善
を
求
め
ら
れ
、
株
主
が
従
来
以
上
の
権
利
・
責
任
を
持
つ
。

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関
し
てone size fi ts all approach

で
は
種
々
の
株
式
公
開
会
社
が
直
面
す
る
複
雑
さ
と
ニ
ュ
ア
ン

ス
に
は
対
処
で
き
な
い
こ
と
を
認
識
す
る
必
要
が
あ
る

（
15
）

。

第
四
章　

米
国
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
の
不
透
明
│
プ
ロ
ク
シ
・
ア
ク
セ
ス
・
ル
ー
ル
、
経
営
判
断
原
則
│

1
．
プ
ロ
ク
シ
・
ア
ク
セ
ス
・
ル
ー
ル

米
国
に
お
け
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
の
不
透
明
さ
が
指
摘
さ
れ
る
。
役
員
選
任
に
関
す
る
株
主
提
案
の
容
易
化
に
関
す
る
プ
ロ
ク
シ
・
ア

ク
セ
ス
・
ル
ー
ル
に
つ
い
て
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
規
則
制
定
し
、
株
主
に
よ
る
経
営
者
へ
の
チ
ェ
ッ
ク
機
能
が
高
ま
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
た
。

二
〇
一
〇
年
八
月
二
五
日
全
て
の
米
国
公
開
会
社
に
対
し
て
義
務
的
な
ル
ー
ル
を
採
用
し
、
あ
る
会
社
の
議
決
権
付
株
式
の
三
％
以
上
を

三
年
間
保
有
す
る
株
主
ま
た
は
株
主
集
団
は
、
当
該
会
社
の
委
任
状
加
入
資
料
（proxy m

aterials

）
を
用
い
て
、
取
締
役
総
数
の
四
分
の

一
以
下
、
ま
た
は
一
名
を
指
名
す
る
権
利
を
有
す
る
。
我
が
国
の
株
主
提
案
権
に
比
べ
、
持
株
数
・
期
間
の
制
限
が
厳
し
く
、
提
案
取
締

役
数
の
上
限
が
あ
る
が
、
取
締
役
選
任
を
株
主
が
経
営
陣
と
争
う
場
合
に
、
従
前
の
委
任
状
争
奪
と
い
う
コ
ス
ト
の
か
か
る
方
法
に
比
べ
、

株
主
主
導
の
取
締
役
選
任
を
容
易
化
す
る
も
の
と
い
え
よ
う

（
16
）

。
し
か
し
な
が
ら
、
経
営
者
団
体
の
警
戒
感
は
強
く
、
特
殊
な
意
図
を

持
っ
た
者
が
取
締
役
に
な
り
、
企
業
価
値
を
減
少
さ
せ
る
経
営
判
断
を
下
す
懸
念
も
あ
る
と
反
発
し

（
17
）

、
米
国
商
工
会
議
所
（the U

.S
. 

C
ham

ber of C
om

m
erce

）
お
よ
び
ビ
ジ
ネ
ス
円
卓
（the B

usiness R
oundtable

）
は
共
同
で
内
容
お
よ
び
実
施
時
期
の
再
考
を
求
め
提
訴

し
て
い
る

（
18
）

。
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
実
施
時
期
に
つ
い
て
再
検
討
を
行
な
う
こ
と
と
し
て
い
る

（
19
）

。

六
〇
〇



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
九
九
三
）

2
．
経
営
判
断
原
則
と
裁
判
所
の
謙
抑
性

米
国
で
は
金
融
危
機
に
関
連
し
て
、
取
締
役
の
合
理
的
判
断
を
推
定
す
る
経
営
判
断
原
則
（B

usiness Judgm
ent R

ule （
20
）

）
を
補
強
す
る

判
例
が
相

（
21
）

次
（
22
）

ぎ
（
23
）

、
代
表
的
な
も
の
に
二
〇
〇
九
年
シ
テ
ィ
グ
ル
ー
プ
判
決
が
あ
る
（
デ
ラ
ウ
エ
ア
衡
平
裁
判
所

（
24
）

）。
最
高
リ
ス
ク
責
任
者

（
Ｃ
Ｒ
Ｏ
）
が
取
締
役
会
・
監
査
委
員
会
の
下
部
組
織
で
リ
ス
ク
管
理
担
当
の
Ａ
Ｌ
Ｍ
（A

sset L
iability M

anagem
ent

）
委
員
会
へ
報
告
す

る
プ
ロ
セ
ス
の
存
在
を
裁
判
所
が
認
め
る
。
シ
ス
テ
ミ
ッ
ク
・
リ
ス
ク
を
有
す
る
金
融
機
関
取
締
役
に
対
し
て
も
事
業
会
社
取
締
役
同
様

の
経
営
判
断
原
則
を
適
用
す
る
シ
テ
ィ
基
準
に
よ
り
、
多
く
の
株
主
訴
訟
が
却
下
さ
れ
、
変
動
幅
の
大
き
い
金
融
市
場
に
お
い
て
平
時
の

経
営
判
断
原
則
の
適
用
に
批
判
的
な
見
解
も
出
さ
れ

（
25
）

、
経
営
者
団
体
と
議
会
・
機
関
投
資
家
間
の
対
立
色
が
強
ま
る
。
私
見
で
あ
る
が
、

プ
ロ
セ
ス
重
視
の
経
営
判
断
原
則
の
延
長
に
あ
り
、
意
思
決
定
機
能
を
手
続
き
的
側
面
と
実
体
的
側
面
に
分
け
、
後
者
の
部
分
が
経
営
上

の
戦
略
的
意
思
決
定
に
お
け
る
不
確
実
性
に
符
合
す
る
部
分
と
し
て
、
内
部
統
制
の
問
題
で
な
く
、
経
営
判
断
原
則
の
適
用
が
あ
る
戦
略

等
に
関
す
る
部
分
で
あ
り
、
中
間
的
な
吟
味
の
基
準

（
26
）

自
体
へ
の
疑
問
で
は
な
く
、
適
用
を
図
る
前
提
に
対
す
る
疑
念
と
な
ろ
う
か
。

役
員
の
受
託
者
責
任
と
信
認
義
務
違
反
に
つ
い
て
、G

antler

対S
tevens

事
件
（
デ
ラ
ウ
エ
ア
州
最
高
裁
判
所
判
決
）
で
は
、
オ
フ
ィ

サ
ー
（offi  cer 

役
員
）
に
は
受
託
者
の
リ
ス
ク
が
あ
り

（
27
）

、
取
締
役
同
様
に
受
託
者
と
し
て
の
信
認
義
務
を
有
す
る
が
、
取
締
役
の
個
人
的

責
任
を
制
限
す
る
定
款
の
条
項
に
よ
っ
て
は
保
護
さ
れ
な
い
旨
を
判
示
す
る
。
取
締
役
は
、
定
款
に
よ
る
保
護
も
受
け
、
シ
テ
ィ
基
準
の

経
営
判
断
原
則
適
用
と
共
に
保
護
に
手
厚
い
が
、
役
員
の
方
は
同
一
で
は
な
い
こ
と
に
な
る

（
28
）

。

ま
た
敵
対
的
買
収
提
案
に
対
す
る
エ
ア
・
ガ
ス
社
の
ラ
イ
ツ
プ
ラ
ン
に
つ
き
、
最
終
か
つ
最
良
の
オ
フ
ァ
ー
の
提
示
で
あ
り
多
数
株
主

の
支
持
を
示
唆
す
る
事
実
が
あ
っ
て
も
、
取
締
役
会
の
ラ
イ
ツ
プ
ラ
ン
維
持
の
決
定
を
求
め
る
判
決
が
下
さ
れ
（
二
〇
一
一
年
二
月
二
五
日

デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
衡
平
法
裁
判
所
）。
経
営
判
断
原
則
（
Ｂ
Ｊ
Ｒ
）
を
支
持
す
る
立
場
を
明
確
と
し
た
も
の
と
さ
れ
る

（
29
）

。
こ
の
他
、
経
営
判
断
原

六
〇
一
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一
三
年
一
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）

（
九
九
四
）

則
の
適
用
外
と
さ
れ
て
き
た
法
令
遵
守
に
つ
い
て
も
裁
判
所
の
謙
抑
性
を
指
摘
す
る
面
も
あ
る

（
30
）

。

3
．
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
と
Ｅ
Ｒ
Ｍ

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
第
一
六
五
条
に
お
い
て
、
時
価
総
額
一
〇
〇
億
ド
ル
以
上
の
銀
行
持
株
会
社
に
対
し
て
リ
ス
ク
管
理
委
員
会
設

置
、
会
社
全
体
の
リ
ス
ク
量
を
管
理
す
る
Ｅ
Ｒ
Ｍ
を
求
め
る
。
Ｃ
Ｒ
Ｏ
（C

hief R
isk O

ffi  cer

）
の
役
割
が
重
要
と

（
31
）

な
（
32
）

る
（
33
）

。
リ
ス
ク
委
員
会

が
Ｅ
Ｒ
Ｍ
の
監
視
（the oversight of the enterprise-w

ide risk m
anagem

ent practices of the com
pany

）
機
能
を
担
う

（
34
）

。
リ
ス
ク
委
員

会
・
Ｃ
Ｒ
Ｏ
設
置
に
よ
り
、
今
後
銀
行
な
ど
米
国
の
大
規
模
金
融
機
関
は
具
体
的
な
リ
ス
ク
対
応
モ
デ
ル
の
構
築
が
求
め
ら
れ
る
。
ゴ
ー

ル
ド
マ
ン
・
サ
ッ
ク
ス
は
二
〇
一
一
年
一
月
顧
客
と
の
関
係
性
に
よ
る
責
任
・
行
動
規
範
の
整
理
、
財
務
報
告
上
の
事
業
セ
グ
メ
ン
ト
変

更
、
顧
客
の
利
益
相
反
の
調
整
等
か
ら
顧
客
ビ
ジ
ネ
ス
・
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
委
員
会
（
Ｃ
Ｂ
Ｓ
Ｃ
）
を
設
置
し
て
リ
ス
ク
管
理
委
員
会
と
対

峙
す
る
位
置
づ
け
と
す
る
こ
と
を
提
案
す
る

（
35
）

。

4
．
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
と
銀
行
取
締
役
の
融
資
責
任

（
一
）
シ
テ
ィ
判
決
に
関
し
て
、
法
令
遵
守
と
い
い
つ
つ
、
内
容
は
リ
ス
ク
管
理
、
効
率
性
な
ど
種
々
の
要
素
が
混
在
し
、
再
検
討
す

る
こ
と
も
指
摘
さ
れ
る
。
取
締
役
の
法
令
遵
守
義
務
と
同
体
制
構
築
義
務
の
関
係
に
つ
い
て
、
前
者
は
個
別
の
裁
判
所
の
判
断
に
馴
染
み

や
す
い
が
、
後
者
は
企
業
風
土
に
よ
る
企
業
間
の
相
違
も
あ
り
、
裁
量
の
幅
が
広
く
、
裁
判
所
の
審
査
に
は
馴
染
み
に
く
い
面
が
あ
る
。

私
見
で
あ
る
が
内
部
統
制
・
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
Ｅ
Ｒ
Ｍ
の
統
制
環
境
に
関
わ
る
部
分
で
も
あ
り
、
結
局
は
ガ
バ
ナ
ン
ス
機
能
と
の

一
体
的
運
営
如
何
に
か
か
っ
て
こ
よ
う
。
リ
ス
ク
委
員
会
に
つ
い
て
、
リ
ス
ク
管
理
専
門
家
を
最
低
一
人
を
配
す
る
こ
と
以
外
、
平
均
的

取
締
役
の
個
人
の
資
質
は
問
わ
れ
て
い
な
い
な
ど
、
形
式
基
準
に
流
れ
、
実
体
的
な
前
提
を
欠
い
て
い
る
こ
と
も
経
営
判
断
原
則
適
用
の

判
例
と
の
相
似
と
し
て
問
題
視
さ
れ

（
36
）

る
（
37
）

。

六
〇
二



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
九
九
五
）

（
二
）
銀
行
取
締
役
が
担
う
注
意
義
務
の
内
容
等
に
つ
い
て
、
米
国
、
一
般
企
業
、
さ
ら
に
銀
行
で
も
業
態
間
の
相
違
と
細
分
化
し
て

考
察
す
る
必
要
も
あ
る

（
38
）

。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
（
Ｐ
Ｆ
）
対
象
企
業
の
融
資
審
査
の
場
合
、
直
ち
に
異
同
を
生
じ
る
も
の
で

は
な
い
と
も
み
ら
れ
る
が
、
担
保
保
全
、
収
益
性
確
保
な
ど
、
最
終
的
決
定
の
合
理
性
を
検
討
す
る
場
合
、
取
締
役
の
裁
量
の
幅
は
一
般

融
資
の
場
合
よ
り
狭
く
な
り
、
注
意
義
務
違
反
を
問
わ
れ
や
す
い
面
が
あ
ろ
う
か

（
39
）

。

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
よ
り
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
バ
ン
ク
後
退
、
銀
行
持
株
会
社
化
進
展
、
業
務
多
様
化
の
縮
小
に
向
か
う
場
合
、
Ｐ

Ｆ
等
に
お
け
る
銀
行
取
締
役
責
任
の
加
重
と
平
仄
を
合
わ
せ
れ
ば
、
よ
り
緩
和
の
方
向
に
働
く
こ
と
に
な
ろ
う
が
、
単
純
な
融
資
形
態
で

あ
れ
ば
免
責
の
余
地
は
逆
に
乏
し
く
な
る
と
も
い
え
る
。
複
雑
な
融
資
形
態
だ
か
ら
こ
そ
専
門
性
が
必
要
に
な
り
、
シ
テ
ィ
基
準
が
効
果

を
発
揮
す
る
と
も
み
ら
れ
る
。
個
別
・
具
体
的
な
融
資
状
況
に
応
じ
て
考
え
て
い
く
こ
と
に
な
ろ
う

（
40
）

。

第
五
章　

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
コ
ン
バ
ー
ジ
ェ
ン
ス
、
専
門
性
と
独
立
性
の
相
克
な
ど
新
た
な
展
開

1
．
金
融
危
機
と
欧
州
に
お
け
る
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
コ
ン
バ
ー
ジ
ェ
ン
ス
な
ど

⑴
専
門
性
と
独
立
性
の
相
克
・
ジ
レ
ン
マ
な
ど　

今
後
は
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
つ
い
て
、
金
融
危
機
後
の
世
界
的
金
融
規
制
の
強
化
の
中
で

新
た
な
収
斂
の
動
き
に
繋
が
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
規
制
は
元
来
グ
ロ
ー
バ
ル
規
制
で
あ
り
、
国
内
法
で
あ
る
ド
ッ
ド
・

フ
ラ
ン
ク
法
に
し
て
も
域
外
適
用
を
通
じ
各
国
国
内
法
制
の
整
備
を
促
す
要
素
が
あ
る
。
金
融
取
引
は
国
境
を
超
え
て
進
展
し
、
金
融
規

制
の
統
一
的
な
浸
透
は
当
然
で
も
あ
ろ
う
。
欧
米
、
ア
ジ
ア
な
ど
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
相
違
が
あ
り
、
企
業
風
土
・
社
会
等
の
相
違
を
踏
ま
え

真
に
実
効
性
の
あ
る
体
制
構
築
の
模
索
が
望
ま
れ
る
中
、
Ｅ
Ｕ
の
コ
ン
バ
ー
ジ
ェ
ン
ス
の
動
き
が
注
目
さ
れ
る
。
独
立
性
確
保
の
み
で
は

十
分
で
な
く
真
の
専
門
性
の
重
視
が
指
摘
さ
れ
る
。

六
〇
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リ
ー
マ
ン
・
ブ
ラ
ザ
ー
ズ
も
Ｓ
Ｏ
Ｘ
法
第
四
〇
四
条
の
要
件
は
形
式
的
に
は
充
足
し
、
非
常
勤
の
社
外
取
締
役
・
監
査
役
に
補
助
者
や

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
体
制
を
整
え
る
に
し
て
も
、
会
計
・
法
律
専
門
家
は
独
立
性
要
件
さ
え
備
え
れ
ば
取
締
役
会
で
十
分
な
意
思
決
定
・
監
視

機
能
を
果
た
し
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
担
う
上
で
十
分
か
、
改
め
て
問
わ
れ
る
。
多
様
で
膨
大
な
製
品
群
を
擁
す
る
上
場
巨
大
企
業
の
場
合
は
、

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
違
反
を
問
う
に
せ
よ
、
非
常
勤
役
員
に
十
分
な
状
況
把
握
が
で
き
る
と
は
い
い
難
い
面
が
あ
る
。
同
業
界
に
長
年
携

わ
っ
た
、
例
え
ば
ラ
イ
バ
ル
会
社
の
役
員
ク
ラ
ス
で
あ
れ
ば
知
識
・
経
験
が
豊
富
で
経
営
陣
に
対
し
て
厳
し
い
意
見
を
述
べ
る
社
外
役
員

と
し
て
専
門
性
の
資
質
が
あ
る
こ
と
、
我
が
国
の
社
外
監
査
役
の
機
能
と
し
て
違
法
行
為
差
止
請
求
権
（
会
社
法
三
八
五
条
）
行
使
が
ガ
バ

ナ
ン
ス
に
お
い
て
重
要
と
な
る
と
指
摘
さ
れ

（
41
）

る
（
42
）

。
他
方
、
以
前
の
勤
務
先
の
ラ
イ
バ
ル
企
業
に
有
利
な
思
惑
を
働
か
せ
な
い
か
、
当
該
企

業
と
の
相
反
性
の
み
な
ら
ず
、
専
門
性
と
独
立
性
の
相
克
・
ジ
レ
ン
マ
と
も
い
う
べ
き
新
た
な
利
益
相
反
が
懸
念
さ
れ
よ

（
43
）

う
（
44
）

。
か
か
る
独

立
性
も

（
45
）

、
法
的
要
件
は
と
も
か
く
、
社
外
役
員
採
用
の
実
際
上
の
要
件
と
な
ろ
う
か

（
46
）

。
こ
の
場
合
、
経
営
戦
略
面
で
の
Ｃ
Ｅ
Ｏ
と
の
対
立

と
い
う
新
た
な
問
題
も
生
じ
よ
う

（
47
）

。

⑵
欧
州
の
コ
ン
バ
ー
ジ
ェ
ン
ス　

欧
州
で
は
規
制
緩
和
と
選
択
の
自
由
を
進
め
る
中
、
金
融
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を
通
じ
て
ク
ロ
ス
ボ
ー

ダ
ー
の
機
関
投
資
家
の
行
動
等
に
よ
り
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
コ
ン
バ
ー
ジ
ェ
ン
ス
が
生
じ
始
め
て
い
る

（
48
）

。
従
来
はcom

ply or explain

の
市

場
原
則
の
下
で
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
を
進
め
て
き
た
が
、
オ
ー
ナ
ー
型
企
業
モ
デ
ル
・
支
配
少
数
株
主
に
よ
る
非
公
開
化
（G

oing P
rivate

）

の
動
き
も
指
摘
さ
れ
る
。
株
主
価
値
最
大
化
至
上
主
義
に
対
す
る
揺
り
戻
し
で
も
あ
り
、
経
営
ト
ッ
プ
の
監
視
を
目
論
む
ガ
バ
ナ
ン
ス
の

あ
り
方
に
対
し
て
パ
ラ
ド
ッ
ク
ス
と
も
い
え
よ
う
か
。
市
場
の
証
券
価
格
付
け
は
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
一
翼
を
担
う
が
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

以
降
、
市
場
価
格
が
当
該
企
業
の
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル
ズ
か
ら
構
造
的
に
乖
離
し
全
体
の
効
率
性
を
損
な
っ
て
い
る
こ
と
も
指
摘
さ
れ
る

（
49
）

。

リ
ー
マ
ン
危
機
で
は
、
流
動
性
枯
渇
な
ど
市
場
価
格
に
変
化
を
与
え
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
も
影
響
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
。
市
場
で
適
切

六
〇
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米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
九
九
七
）

な
行
動
を
期
待
す
る
た
め
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引
規
制
な
ど
一
定
の
規
制
は
必
要
で
あ
る
が
、
従
業
員
価
値
な
ど
適
切
な
複
数
の
目
的
も
意

識
し
、
複
数
の
有
効
な
規
制
手
法
を
導
入
す
る
こ
と
で
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
を
進
め
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
金
融
機
関
の
ロ
ー
カ
ル
・
ガ

バ
ナ
ン
ス
に
つ
い
て

（
50
）

、
意
思
決
定
・
責
任
は
現
地
の
取
締
役
会
が
担
う
べ
き
で
、
シ
ス
テ
ム
の
複
雑
性
も
あ
る
が
、
取
締
役
会
の
意
思
決

定
に
お
い
てF

inancial C
om

petentness

と
の
両
立
は
可
能
で
あ
ろ
う
。

第
六
章　

欧
州
Ｍ
＆
Ａ
法
制
の
展
開
な
ら
び
に
米
国
の
支
配
株
主
の
忠
実
義
務
と
司
法
に
よ
る
公
正
価
格
算
定

1
．
欧
州
に
お
け
る
Ｍ
＆
Ａ
法
制
の
展
開
か
ら
み
た
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
帰
趨

⑴
買
付
規
制
の
調
和　

Ｅ
Ｕ
公
開
買
付
規
制
の
調
和
（lm

plem
entation of E

U
 T

akeover D
irective-H

arm
onization of T

akeover 

regulations in E
urope （

51
）

）
は

（
52
）

、
①
大
量
保
有
報
告
（N

otifi cations of threshold crossing

）、
②
義
務
的
公
開
買
付
（M

andatory takeover 

bids

）、
③
「
進
む
か
や
め
る
か
」
ル
ー
ル
（D

ecIaration of lntent

（P
ut up or shut up rule

））、
④
買
付
価
格
規
制
（T

akeover price 

regulation

）、
⑤
取
締
役
会
の
中
立
性
（N

eutrality of the board

）、
⑥
ブ
レ
イ
ク
ス
ル
ー
規
定
（B

reakthrough provisions

）
な
ど
各
国

間
の
相
違
も
残
る
中
、
収
斂
に
向
か
う
部
分
も
あ
る
。

⑵
取
締
役
会
の
中
立
性　

取
締
役
会
の
中
立
性
に
つ
き
公
開
買
付
指
令
九
条
（A

rticle 9 of the T
akeover D

irective

）
で
は
、
買
付
期

間
中
は
対
象
会
社
の
取
締
役
会
は
買
付
け
か
ら
の
防
衛
行
為
、
特
に
当
該
対
象
会
社
の
買
付
会
社
に
よ
る
買
付
け
へ
の
妨
害
行
為
と
な
る

株
式
発
行
（
そ
の
他
の
代
替
付
け
の
検
討
を
除
く
）
を
行
う
た
め
、
株
主
総
会
に
よ
る
事
前
承
認
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
対
象
会
社
経

営
陣
は
四
つ
の
行
為
の
み
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
他
の
代
替
的
買
付
者
の
模
索
（
ホ
ワ
イ
ト
ナ
イ
ト S

eek an alternative bid

（w
hite 

knight

））、
通
常
の
事
業
の
範
囲
内
の
行
為
（T

ake actions falling w
ithin the norm

al course of business of the com
pany

）、
通
常
の
事

六
〇
五
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（
九
九
八
）

業
の
範
囲
外
で
あ
る
が
実
行
に
つ
い
て
買
付
前
に
株
主
総
会
承
認
を
得
て
い
た
行
為
（T

ake actions outside the norm
al course of 

business but intended to im
plem

ent decicions approved by the shareholders before the bid

）、
買
付
後
に
株
主
総
会
承
認
を
得
た
防
衛

行
為
（T

ake defensive actions approved by the shareholders after the bid

）。
九
条
の
選
択
に
つ
き
、
フ
ラ
ン
ス
は
採
用
し
た
が
相
互

主
義
を
認
め
、
同
様
の
制
限
に
服
さ
な
い
買
付
者
に
対
す
る
防
衛
行
為
は
可
能
と
な
る
。
英
国
は
採
用
し
相
互
主
義
を
認
め
ず
、
取
締
役

会
は
中
立
性
を
維
持
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ド
イ
ツ
は
不
採
用
と
し
た
が
、
現
在
の
防
衛
行
為
に
関
す
る
制
限
（
九
条
に
よ
る
制
限
と
類

似
）
を
維
持
す
る
。
不
採
用
と
し
た
加
盟
国
の
会
社
は
自
発
的
に
採
用
す
る
こ
と
は
で
き
る
。

⑶
ブ
レ
イ
ク
ス
ル
ー
規
定　

ブ
レ
イ
ク
ス
ル
ー
規
定
に
つ
い
て
、
公
開
買
付
指
令
一
一
条
（A

rticle11 of the T
akeover D

irective

）
で

は
、
対
象
会
社
が
定
款
ま
た
は
対
象
会
社
と
証
券
保
有
者
間
契
約
で
定
め
る
議
決
権
に
関
す
る
制
限
規
定
は
、
九
条
に
基
づ
く
防
衛
策
決

定
の
株
主
総
会
に
お
い
て
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
。
当
該
証
券
の
譲
渡
に
関
す
る
制
限
規
定
は
買
付
け
受
入
れ
の
期
間
中
は
適
用
さ
れ
な
い
。

⑷
買
収
指
令
と
ガ
バ
ナ
ン
ス　

欧
州
買
収
指
令
は
一
定
期
間
内
に
加
盟
国
が
国
内
法
化
す
る
義
務
が
あ
る
。
取
締
役
会
の
中
立
性
で
は
、

取
締
役
会
が
買
収
案
に
つ
き
株
主
に
意
見
書
作
成
が
で
き
、
加
盟
国
は
オ
プ
ト
ア
ウ
ト
で
採
用
し
な
い
自
由
も
有
し
、
相
互
主
義
採
用
国

で
は
買
収
者
の
妨
害
も
可
能
と
な
る
。
ブ
レ
イ
ク
ス
ル
ー
は
株
主
譲
渡
・
議
決
権
規
制
を
定
め
る
株
主
間
契
約
で
買
収
時
に
停
止
さ
れ
る

が
、
対
象
会
社
が
敵
対
的
買
収
に
曝
さ
れ
る
た
め
、
不
採
用
の
国
が
多
い

（
53
）

。
指
令
は
株
主
利
益
偏
重
で
な
く
、
少
数
株
主
が
支
配
株
主
に

よ
り
利
害
喪
失
し
な
い
よ
う
に
規
定
し
て
い
る

（
54
）

。

取
締
役
会
の
中
立
性
、
ブ
レ
イ
ク
ス
ル
ー
は
オ
プ
シ
ョ
ン
規
定
で
、
平
等
性
ル
ー
ル
に
つ
い
て
、
買
収
側
は
対
象
企
業
の
全
株
主
を
平

等
に
扱
う
が
、
加
盟
国
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
、
抽
象
的
に
留
ま
る
。
例
外
と
し
て
、
義
務
的
公
開
買
付
は
厳
格
な
平
等
性
ル
ー
ル
が
存
在

し
、
支
配
株
主
は
プ
レ
ミ
ア
ム
を
少
数
株
主
と
共
有
し
な
く
て
は
な
ら
ず
、
支
配
株
主
の
減
少
と
い
う
結
果
と
な
る
。
欧
州
買
収
指
令
は

六
〇
六



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
九
九
九
）

ガ
バ
ナ
ン
ス
構
造
を
調
和
化
す
る
が
、
米
国
の
よ
う
な
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
な
構
造
で
な
く
、
複
雑
か
つ
大
き
な
相
違
が
あ
り
、
急
速
な
調
和

は
困
難
な
状
況
に
あ
る
。
義
務
的
公
開
買
付
も
相
違
が
あ
り
、
ド
イ
ツ
で
は
多
く
の
有
限
責
任
会
社
が
存
在
し
、
適
用
対
象
外
で
あ
り
な

が
ら
、
経
済
再
生
の
中
心
的
役
割
を
担
っ
て
い
る
。

2
．
米
国
の
支
配
株
主
の
忠
実
義
務
と
司
法
に
よ
る
公
正
価
格
算
定
│S

outhern P
eru

事
件
│

米
国
で
の
支
配
株
主
の
責
任
に
関
す
る
近
時
の
動
向
に
つ
き
、S

outhern P
eru

事
件
（
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
衡
平
法
裁
判
所
二
〇
一
一
年
一
〇

月
一
四
日

（
55
）

）
を
検
討
し
た
い

（
56
）

。
信
認
義
務
（fi duciary duty 

受
託
者
責

（
57
）任
（
58
））

に
お
け
る
忠
実
義
務
（fi duciary duty of loyalty （

59
）

）
あ
る
い
は
誠

実
義
務
（duty of good faith
）
違
反
、
公
正
価
格
算
定
が
問
わ
れ
る

（
60
）

。
株
主
価
値
至
上
主
義
に
対
す
る
揺
り
戻
し
と
も
い
え
よ
う
か
。

S
outhern P

eru

事
件
で
は

（
61
）

、
意
思
決
定
プ
ロ
セ
ス
が
十
分
に
さ
れ
れ
ば
裁
判
所
は
関
与
し
な
い
と
さ
れ
る
と
こ
ろ
、
デ
ラ
ウ
エ
ア
州

地
方
裁
判
所
は
完
全
公
正
基
準
（the entire fairness standard of review

）
に
よ
り
積
極
的
に
価
格
分
析
に
及
ん
で
お
り

（
62
）

、
独
立
性
を
備

え
た
特
別
委
員
会
の
存
在
の
み
で
は
不
十
分
で
、
専
門
家
のG

oldm
an S

achs

が
行
っ
た
評
価

（
63
）

に
対
し
公
正
価
値
の
約
二
倍
で
あ
る
と

判
断
し
て
い
る
。
圧
倒
的
支
配
株
主
の
忠
実
義
務
違

（
64
）

反
（
65
）

を
問
う
も
の

（
66
）

で
（
67
）

、
株
主
価
値
至
上
主
義
に
対
す
る
批
判
、
少
数
株
主
の
利
害
を
考

慮
す
る
方
向
と
も
い
え
よ
う

（
68
）

。

第
七
章　

グ
ロ
ー
バ
ル
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
と
内
部
統
制
、
英
国
賄
賂
防
止
法
の
域
外
適
用
な
ど

1
．
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
に
お
け
る
内
部
統
制
と
英
国
賄
賂
防
止
法
の
域
外
適
用

⑴
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
に
お
け
る
内
部
統
制　

今
後
の
内
部
統
制
の
要
点
と
し
て
は
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
と
一
体
と
な
っ
た
グ
ロ
ー
バ
ル
な
内

部
統
制
、
②
電
子
化
情
報
を
含
め
た
文
書
化
・
記
録
化
が
重
要
な
鍵
と
な
る

（
69
）

。
オ
リ
ン
パ
ス
・
大
王
製
紙
事
件
な
ど
、
経
営
ト
ッ
プ
に
よ

六
〇
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（
一
〇
〇
〇
）

る
不
正
の
関
与
は
内
部
統
制
の
弱
点
と
し
て
指
摘
さ
れ
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
利
い
た
内
部
統
制
が
求
め
ら
れ
る
。

⑵
英
国
賄
賂
防
止
法
の
域
外
適
用
と
Ｆ
Ｃ
Ｐ
Ａ
の
比
較　

域
外
適
用
に
関
し
て
、
二
〇
一
一
年
七
月
一
日
英
国
賄
賂
防
止
法
（U

K
 

B
ribery A

ct
）
が
施
行
さ
れ

（
70
）

、
法
人
の
罪
（C

orporate O
ff ence

）
と
し
て
企
業
が
賄
賂
を
防
止
し
な
い
こ
と
自
体
を
犯
罪
化
す
る
な
ど
、

米
国
海
外
汚
職
行
為
防
止
法
（F

oreign C
orrupt P

ractices A
ct F

C
P
A
 

一
九
七
七
年
施
行
）
に
比
し
、
広
範
な
規
定
と
な
っ
て
い
る
。
英

国
贈
収
賄
禁
止
法
と
Ｆ
Ｃ
Ｐ
Ａ
の
相
違
点
を
み
る
と
、
⒜
民
間
人
へ
の
賄
賂
も
禁
止
さ
れ
る
（
英
国
贈
収
賄
禁
止
法
第
一
条
）。
第
一
条
に
定

め
る
犯
罪
は
第
七
条
に
基
づ
く
企
業
責
任
の
根
拠
に
な
り
得
る
。
⒝
企
業
に
関
す
る
管
轄
が
広
い
。
適
用
範
囲
に
は
設
立
地
に
か
か
わ
ら

ず
、
英
国
内
で
事
業
の
一
部
ま
た
は
全
部
を
営
む
全
て
の
営
利
団
体
が
含
ま
れ
る
。
⒞
目
的
に
関
す
る
表
現
が
幅
広
い
。
納
税
義
務
の
軽

減
な
ど
一
般
的
に
有
利
な
待
遇
を
確
保
す
る
た
め
に
な
さ
れ
た
支
払
も
適
用
範
囲
に
含
ま
れ
る
。
Ｆ
Ｃ
Ｐ
Ａ
に
お
い
て
争
わ
れ
て
き
た
と

こ
ろ
で
あ
る

（
71
）

。
⒟
営
業
活
動
に
関
す
る
抗
弁
（A

ffi  rm
ative defense

）
が
な
い
。
⒠
業
務
円
滑
化
の
た
め
の
支
払
（facilitation paym

ent

）

の
例
外
も
な
い
。
贈
収
賄
防
止
の
手
続
き
を
整
え
る
こ
と
が
同
法
上
の
企
業
責
任
に
対
す
る
抗
弁
と
な
り
、
本
法
対
象
企
業
は
リ
ス
ク
・

ア
セ
ス
メ
ン
ト
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
強
化
す
べ
き
必
要
が
高
ま
っ
て
い
る
。
不
祥
事
防
止
の
内
部
統
制
不
構
築
が
罪

に
問
わ
れ
（
第
七
条
）、
会
計
記
録
条
項
と
共
に
内
部
統
制
・
文
書
化
要
求
の
法
制
化
で
あ
る
。
域
外
適
用
も
認
め
て
お
り

（
72
）

、
疑
わ
れ
る
リ

ス
ク
を
晴
ら
す
た
め
に
文
書
化
・
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
求
め
ら
れ
る
。

第
八
章　

今
後
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
展
望
に
向
け
て
│
多
面
性
と
株
主
間
差
別
化
な
ど
│

1
．
法
規
制
の
ボ
ー
ダ
ー
レ
ス
化

金
融
危
機
に
お
い
て
は
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
や
新
た
な
Ｌ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
（L

ondon Inter-B
ank O

ff ered R
ate 

ロ
ン
ド
ン
銀
行
間
取
引
金
利
）

六
〇
八



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
一
〇
〇
一
）

の
問
題
に
せ
よ
、
経
営
不
祥
事
が
絡
み
、
改
め
て
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
が
求
め
ら
れ
、
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
お
け
る
大
き
な
柱
の
一
つ

に
も
な
り
、
法
規
制
の
ボ
ー
ダ
ー
レ
ス
化
の
進
展
が
み
ら
れ
る
こ
と
が
大
き
な
特
徴
で
あ
る
。
役
員
報
酬
、
リ
ス
ク
委
員
会
・
リ
ス
ク
管

理
な
ど
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
と
し
て
の
共
通
の
規
律
づ
け
も
多
く
、
国
際
金
融
規
制
を
通
じ
て
、
Ｅ
Ｕ
を
中
心
に
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
収
斂
に

向
か
う
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
収
斂
を
前
提
と
す
る
Ｅ
Ｕ
指
令
の
統
一
化
は
、
徐
々
に
進
展
し
つ
つ
あ
る
が
、
取
締
役
会

の
中
立
性
な
ど
域
内
の
法
制
の
相
違
も
残
り
、
未
だ
十
分
な
進
展
と
は
い
え
な
い
。

ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
の
問
題
は
古
く
て
新
し
い
問
題
で
あ
り
、
金
融
分
野
と
い
う
国
境
を
容
易
に
越
え
、
影
響
の
大
き
い
課
題
へ
の
対
応

で
あ
り
、
迅
速
な
対
応
が
求
め
ら
れ
、
か
つ
複
雑
な
様
相
を
み
せ
よ
う
。
企
業
側
は
グ
ロ
ー
バ
ル
な
グ
ル
ー
プ
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体

制
構
築
が
求
め
ら
れ
、
実
効
性
を
挙
げ
る
に
は
規
制
当
局
間
の
連
携
を
盛
り
込
む
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
セ
イ
・
オ
ン
・
ペ
イ
原
則
も
任

意
性
の
強
い
も
の
で
あ
る
。
規
制
一
辺
倒
で
は
、
不
祥
事
・
規
制
強
化
な
ら
び
に
規
制
緩
和
の
繰
り
返
し
の
歴
史
に
み
る
と
お
り
十
分
で

な
く
、
上
場
規
則
、
定
款
自
治
な
ど
ソ
フ
ト
・
ロ
ー
が
不
可
欠
で
あ
り
、
前
者
で
は
エ
ン
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
ト
、
後
者
は
統
制
環
境
の
改
善

と
い
う
テ
ー
マ
が
内
包
さ
れ
る
。
金
融
規
制
で
は
法
制
構
築
の
み
な
ら
ず
、
普
段
の
規
制
当
局
に
よ
る
通
常
業
務
の
監
督
機
能
強
化
も
求

め
ら
れ
る
。
英
国
に
お
け
る
中
央
銀
行
（B

ank of E
ngland

）
中
心
の
金
融
規
制
改
革
も
参
考
に
、
金
融
機
関
の
日
常
業
務
の
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
に
関
し
て
は
、
金
融
庁
と
の
連
繋
の
下
で
、
日
本
銀
行
の
役
割
も
重
視
さ
れ
る
こ
と
と
な
ろ
う
か
。

2
．
多
面
的
考
察

規
制
強
化
あ
る
い
は
自
主
的
ル
ー
ル
の
内
容
を
考
え
る
場
合
、
例
え
ば
社
外
取
締
役
の
要
件
強
化
に
つ
き
、
社
外
・
独
立
性
強
化
一
辺

倒
で
唱
え
る
の
み
で
十
分
な
の
か
、
必
要
と
さ
れ
る
専
門
性
の
中
身
の
実
際
が
問
わ
れ
る
。
Ｓ
Ｏ
Ｘ
法
施
行
か
ら
既
に
約
一
〇
年
が
経
過

す
る
中
、
ま
た
も
類
似
の
テ
ー
マ
に
よ
る
議
論
が
さ
れ
る
こ
と
自
体
、
根
源
の
深
さ
、
困
難
さ
が
窺
え
よ
う
。
独
立
性
以
外
に
情
報
、
能

六
〇
九



政
経
研
究　

第
四
十
九
巻
第
三
号
（
二
〇
一
三
年
一
月
）

（
一
〇
〇
二
）

力
、
権
限
、
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
等
の
面
か
ら
取
締
役
会
改
革
を
進
め
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る

（
73
）

。

3
．
株
主
主
権
と
忠
実
義
務
・
完
全
公
正
基
準

S
outhern P

eru

事
件
で
は
支
配
株
主
の
忠
実
義
務

（
74
）

に
関
し
て
完
全
公
正
基
準
が
注
目
さ
れ
る
。
私
見
で
あ
る
が
、
支
配
株
主
に
よ
る

株
主
主
権
万
能
主
義
の
修
正
と
し
て
英
国
会
社
法
改
正
な
ど
に
み
る
利
害
関
係
人
の
重
視
も
念
頭
に
置
き
つ
つ
あ
る
と
い
え
よ
う
か
。
社

外
取
締
役
の
独
立
性
強
化
と
支
配
株
主
の
株
主
主
権
に
基
づ
く
考
え
方
で
な
く
、
社
外
役
員
の
真
の
専
門
性
と
少
数
株
主
に
も
配
慮
し
た

公
正
性
を
重
視
す
る
案
件
と
し
て
示
唆
す
る
点
が
多
い
。
米
国
の
受
託
者
責
任
に
お
け
る
忠
実
義
務
あ
る
い
は
誠
実
義
務
に
関
す
る
修
正

局
面
に
あ
る
と
い
え
よ
う
か
。
我
が
国
に
お
い
て
も
公
正
価
格
算
定
に
関
す
る
蓄
積
は
増
加
し
つ
つ
あ
り
、
善
管
注
意
義
務
に
包
摂
さ
れ

る
考
察
と
な
ろ
う
が

（
75
）

、
従
前
は
株
主
や
株
主
価
値
を
意
識
す
る
と
い
う
よ
り
、
経
営
陣
が
企
業
自
体
の
あ
り
得
べ
き
方
向
性
・
価
値
を
重

視
し
、
社
外
役
員
を
意
識
せ
ず
と
も
比
較
的
健
全
な
経
営
を
な
し
え
て
き
た
と
の
自
負
か
ら
、
株
主
主
権
の
代
弁
者
た
る
社
外
取
締
役
の

導
入
に
は
実
務
は
必
ず
し
も
賛
意
を
表
せ
ず
、
受
託
者
責
任
の
概
念
を
用
い
る
こ
と
な
く
、
善
管
注
意
義
務
の
大
き
な
概
念
の
下
で
構
成

を
図
っ
て
き
た
と
さ
れ
る
。
委
員
会
設
置
会
社
で
な
く
と
も
実
態
上
米
国
型
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
採
用
す
る
企
業
は
徐
々
に
増
加
し
つ
つ
あ
り
、

社
外
取
締
役
の
有
用
性
に
つ
い
て
概
ね
コ
ン
セ
ン
サ
ス
も
得
ら
れ
つ
つ
あ
る
現
在
、
日
米
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
な
ら
び
に
受
託
者
責
任
の
考
え

方
等
は
近
接
し
つ
つ
あ
る
と
い
え
る
の
で
は
な
い
か

（
76
）

。
も
っ
と
も
我
が
国
で
は
、
公
正
価
格
算
定
の
妥
当
性
、
少
数
株
主
権
の
縮
減
防
止

な
ど
は
と
も
か
く
、
価
格
算
定
自
体
を
裁
判
所
が
行
う
局
面
に
は
至
っ
て
い
な
い

（
77
）

。
形
式
的
に
は
株
主
主
権
が
明
白
な
米
国
に
お
い
て
、

実
態
的
に
は
少
数
株
主
や
利
害
関
係
者
の
利
益
を
デ
ラ
ウ
エ
ア
裁
判
所
で
は
、
最
高
裁
レ
ベ
ル
で
は
な
い
も
の
の
、
考
慮
に
入
れ
つ
つ
あ

る
と
も
い
え
る
。

六
一
〇



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
一
〇
〇
三
）

4
．
第
三
者
委
員
会
の
正
当
性
な
ら
び
に
支
配
少
数
株
主
と
株
主
間
差
別
化

以
下
は
私
見
で
あ
る
が
、
第
三
者
委
員
会
の
正
当
性
の
議
論
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
論
点
は
同
質
性
が
あ
ろ
う
。S

outhern P
eru

事
件
で

は
、
Ｆ
Ａ
（F

inancial A
dvisor

）
のG

oldm
an S

achs

の
評
価
を
鵜
呑
み
に
し
た
第
三
者
委
員
会
の
判
断
を
裁
判
官
自
ら
覆
し
て
い
る
が
、

特
段
社
外
取
締
役
や
第
三
者
委
員
会
委
員
に
当
該
企
業
と
の
利
益
相
反
が
あ
る
わ
け
で
な
く
、
形
式
的
独
立
性
も
備
わ
っ
て
い
た
。
支
配

株
主
の
利
益
・
価
値
向
上
が
念
頭
に
あ
り
、
業
界
に
精
通
し
た
専
門
性
に
欠
け
て
い
た
事
案
で
あ
る
。
企
業
不
祥
事
に
お
い
て
、
第
三
者

あ
る
い
は
特
別
委
員
会
の
役
割
が
改
め
て
検
討
さ
れ
、
正
当
性
も
新
た
な
論
点
と
な
る
。
責
任
あ
る
見
解
を
述
べ
る
た
め
に
は
単
な
る
独

立
の
第
三
者
で
な
く
、
株
主
総
会
の
付
託
を
受
け
た
独
立
・
社
外
取
締
役
が
望
ま
し
い
こ
と
に
な
ろ
う
が
、
単
純
な
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

事
件
な
ら
と
も
か
く
、
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
な
ど
複
雑
な
金
融
不
正
取
引
、
複
合
巨
大
コ
ン
グ
ロ
マ
リ
ッ
ド
の
場
合
は
、
実
践
的
取
引
・
商
品

知
識
の
蓄
積
の
あ
る
、
同
業
他
社
の
経
営
ト
ッ
プ
の
経
験
の
あ
る
よ
う
な
人
材
の
起
用
が
望
ま
し
い
。
社
外
役
員
の
問
題
と
共
通
し
、
利

益
相
反
の
防
止
な
ど
新
た
な
対
応
も
求
め
ら
れ
る
。
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
事
案
で
は
適
法
性
の
プ
ロ
セ
ス
審
査
で
足
り
よ
う
が
、
先
端
的

金
融
商
品
や
Ｍ
＆
Ａ
案
件
な
ど
公
正
価
格
算
定
に
踏
み
込
め
る
だ
け
の
経
験
・
資
質
が
求
め
ら
れ
よ
う
か
。
経
営
判
断
原
則
の
あ
り
方
に

も
関
わ
っ
て
く
る
部
分
で
あ
ろ
う
。

金
融
危
機
等
を
背
景
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
規
制
強
化
か
ら
ガ
バ
ナ
ン
ス
形
態
の
収
斂
化
が
必
然
的
に
進
む
中
で
、
経
営
環
境
の
巨
大
・

複
雑
化
等
の
進
展
に
伴
い
、
善
良
な
る
経
営
陣
の
想
定
す
る
企
業
価
値
最
大
化
と
支
配
株
主
の
追
求
す
る
株
主
価
値
と
の
間
に
ズ
レ
が
生

じ
る
場
合
が
徐
々
に
顕
在
化
し
つ
つ
あ
る
。
経
営
判
断
原
則
は
基
本
的
に
は
一
般
株
主
と
経
営
陣
が
対
立
す
る
局
面
の
問
題
で
あ
ろ
う
が
、

支
配
株
主
と
経
営
陣
が
一
体
の
場
合
に
は
、
経
営
判
断
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、
少
数
株
主
や
利
害
関
係
者
の
利
益
を
考
察
す
る
こ
と
に
な

り
、P

rincipal A
gent

問
題
も
検
討
さ
れ
よ
う
か
。
経
営
や
法
制
度
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
対
し
て
経
営
意
思
決
定
の
迅
速
化
を
目
指
す

六
一
一
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第
四
十
九
巻
第
三
号
（
二
〇
一
三
年
一
月
）

（
一
〇
〇
四
）

動
き
と
共
に
、
支
配
少
数
株
主
が
経
営
の
実
権
を
掌
握
し
て
い
る
ケ
ー
ス
に
お
い
て
は
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
相
克
が
生
じ
易
く
、
利
害
が

強
調
さ
れ
る
場
合
に
は
、
こ
う
し
た
傾
向
を
嫌
気
す
る
支
配
株
主
主
導
の
非
公
開
化
が
進
む
こ
と
も
予
想
さ
れ
る
。

Ｂ
Ｉ
Ｓ
規
制
な
ど
ボ
ー
ダ
ー
レ
ス
な
金
融
規
制
の
強
化
・
統
一
や
米
国
金
融
規
制
改
革
法
の
域
外
適
用
等
を
背
景
に
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
に

関
す
る
規
律
付
け
と
国
際
的
な
コ
ン
バ
ー
ジ
ェ
ン
ス
が
進
展
し
、
並
行
し
て
大
規
模
金
融
機
関
は
競
争
力
強
化
や
生
き
残
り
を
か
け
て
、

Ｍ
＆
Ａ
等
に
よ
り
銀
証
分
離
や
業
容
特
化
な
ど
経
営
面
で
の
選
択
と
集
中
を
進
め
る
も
の
と
み
ら
れ
る
。
こ
う
し
た
中
で
、
近
時
は
経
営

陣
に
よ
る
株
主
排
除
で
あ
る
Ｍ
Ｂ
Ｏ
と
類
似
の
動
き
が
、
株
主
間
で
選
好
さ
れ
、
忠
実
義
務
を
通
じ
た
株
主
間
差
別
化
と
で
も
い
う
べ
き

方
向
性
が
現
出
し
つ
つ
あ
る

（
78
）

。
利
害
関
係
者
や
少
数
株
主
重
視
の
動
き
と
は
対
極
を
な
す
も
の
で
、
二
極
化
現
象
に
拍
車
を
か
け
る
こ
と

に
な
ろ
う
。
米
国
に
お
い
て
、
本
来
的
な
ガ
バ
ナ
ン
ス
強
化
の
方
向
に
修
正
さ
れ
る
踊
り
場
の
局
面
な
の
か
、
経
営
者
寄
り
と
も
評
さ
れ

て
き
た
デ
ラ
ウ
エ
ア
州
裁
判
所
の
蓄
積
が
待
た
れ
る
。
本
質
的
に
は
忠
実
義
務
よ
り
も
誠
実
義
務
に
調
和
す
る
傾
向
と
も
み
ら
れ
、

S
outhern P

eru

事
件
に
関
し
て
、
誠
実
義
務
を
重
視
し
て
忠
実
義
務
の
下
位
概
念
で
な
く
信
認
義
務
の
要
素
に
位
置
づ
け
て
き
た
同
州

最
高
裁
の
判
断
が
注
視
さ
れ
る
。
公
正
価
格
な
ど
の
面
で
も
独
立
社
外
取
締
役
に
頼
る
に
し
て
も
、
専
門
性
・
独
立
性
の
ほ
か
、
情
報
・

能
力
・
権
限
・
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
な
ど
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
多
面
的
・
総
合
的
な
考
察
・
検
討
が
求
め
ら
れ
よ
う
。
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
は
、

実
際
に
は
巨
大
企
業
の
複
雑
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
応
じ
、
二
極
化
の
方
向
性
も
示
し
つ
つ
、
種
々
の
形
態
で
進
展
す
る
も
の
と
考
え
ら

れ
る

（
79
）

。
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
必
ず
し
も
簡
明
で
な
い
、
中
間
の
形
態
・
段
階
に
お
い
て
様
々
な
具
体
的
な
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
内
部
統
制
構
築

の
問
題
も
発
生
し
、
経
営
戦
略
面
の
多
様
化
、
経
営
資
源
の
集
中
に
向
け
た
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
Ｅ
Ｒ
Ｍ
な
ら
び
に
グ
ロ
ー
バ
ル
・
コ
ン
プ
ラ

イ
ア
ン
ス
改
革
の
選
択
な
ど
が
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

六
一
二



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
一
〇
〇
五
）

（
1
） 

小
立
敬
「
米
国
に
お
け
る
金
融
制
度
改
革
法
の
成
立
│
ド
ッ
ド
＝
フ
ラ
ン
ク
法
の
概
要
│
」
野
村
資
本
市
場
ク
ォ
ー
タ
リ
ー
（
二
〇
一
〇
年
夏

号
）
一
二
七
│
一
五
二
頁
。

（
2
） 

“T
he C

orporate G
overnance P

rovisions of D
odd-F

rank ” S
tephen M

. B
ainbridge, U

niversity of C
alifornia, L

os A
ngeles, 

U
C
L
A
 S

chool of L
aw

, L
aw

-E
con R

esearch P
aper N

o. 10-14, S
S
R
N
-T

he C
orporate G

overnance P
rovisions of D

odd-F
rank by 

S
tephen B

ainbridge.m
ht.

（
3
） 

神
山
哲
也
「
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
よ
る
米
国
ガ
バ
ナ
ン
ス
規
制
の
強
化
」
野
村
資
本
市
場
ク
ォ
ー
タ
リ
ー
（
二
〇
一
一
年
春
号
）
一
一
八

│
一
二
五
頁
参
照
。

（
4
） 

セ
イ
・
オ
ン
・
ペ
イ
原
則
は
英
国
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
導
入
済
み
で
あ
る
。
米
国
に
お
い
て
も
、
Ｔ
Ａ
Ｒ
Ｐ
資
金
の
受
入
企
業
に
つ
い
て
毎

年
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。

（
5
） 

過
半
得
票
制
（M

ajority V
oting

）
導
入
を
会
社
側
が
提
案
す
る
事
例
も
増
加
し
て
お
り
（
二
〇
一
一
年
二
月
ア
ッ
プ
ル
株
主
総
会
）、
純
粋

な
最
多
得
票
制
採
用
企
業
の
数
は
減
少
傾
向
に
あ
る
。

（
6
） 

英
国
の
公
益
開
示
法
（P

ublic Interest D
isclosure A

ct of 1998

）、
我
が
国
の
公
益
通
報
者
保
護
法
（
二
〇
〇
四
年
制
定
、
二
〇
〇
六
年

四
月
施
行
）
は
あ
る
が
、
報
奨
金
制
度
は
稀
で
あ
る
。

（
7
） 

「
ボ
ル
カ
ー
・
ル
ー
ル
規
制
案
：
自
己
勘
定
取
引
」（
二
〇
一
一
年
一
〇
月
一
二
日
）D

avis P
olk &

 W
ardw

ell L
L
P

（
8
） 

横
山
淳
「
取
締
役
の
報
酬
等
の
決
議
と“say on pay ”
」（
二
〇
一
一
年
九
月
一
日
）
大
和
総
合
研
究
所
資
本
市
場
調
査
部
。

（
9
） 

法
律
の
文
言
が
総
会
決
議
を
直
接
義
務
付
け
る
の
で
は
な
く
、
委
任
状
等
に
含
ま
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（shall include

）
と
規
定
し
て
い

る
の
も
連
邦
法
管
轄
で
あ
る
委
任
状
勧
誘
規
制
の
範
疇
に
収
め
る
た
め
の
工
夫
と
推
測
さ
れ
る
。

（
10
） 

松
尾
直
彦
弁
護
士
『
Ｑ
＆
Ａ
ア
メ
リ
カ
金
融
改
革
法
│
ド
ッ
ド
＝
フ
ラ
ン
ク
法
の
す
べ
て
』
金
融
財
政
事
情
研
究
会
（
二
〇
一
〇
年
一
二
月
）

二
九
六
│
三
〇
六
頁
。

（
11
） 

「C
om

pensation C
law

back under D
odd F

rank: Im
pact on F

oreign Issuers

」U
.S

. L
egal D

evelopm
ents by T

ed P
aradise, 

D
avis P

olk &
 W

ardw
ell L

L
P

（
二
〇
一
一
年
九
月
一
五
日
）。

六
一
三



政
経
研
究　

第
四
十
九
巻
第
三
号
（
二
〇
一
三
年
一
月
）

（
一
〇
〇
六
）

（
12
） 

第
三
〇
四
条
は
Ｃ
Ｅ
Ｏ
ま
た
は
Ｃ
Ｆ
Ｏ
が
誤
表
示
の
原
因
の
不
正
行
為
に
個
人
的
に
関
与
し
た
場
合
に
の
み
適
用
さ
れ
る
か
は
明
白
で
な
い
。

S
E
C
 vs Jenkins

事
件
（
二
〇
一
〇
年
ア
リ
ゾ
ナ
連
邦
裁
判
所
）
で
裁
判
所
は
個
人
的
に
有
罪
で
な
く
と
も
ク
ロ
ー
バ
ッ
ク
が
生
じ
る
と
の
Ｓ
Ｅ

Ｃ
方
針
に
同
意
し
て
い
る
。

（
13
） 
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
報
酬
、
自
己
の
組
織
の
理
解
な
ど
一
四
原
則
を
策
定
す
る
。P

rinciples for enhancing corporate governance 

issued by the B
asel C

om
m
ittee, 4 O

ctober 2010

（
14
） 

東
京
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
ャ
ー
懇
談
会
『
金
融
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
バ
イ
ブ
ル
』
金
融
財
政
事
情
研
究
会
（
二
〇
一
一
年
五
月
）
四
〇
一
│

四
一
六
頁
参
照
。

（
15
） P

aul D
eN

icola, director of T
he C

onference B
oard G

overnance C
enter and D

irectors ’ Institute “D
odd-F

rank A
ct: N

ew
 

G
overnance P

rovisions M
ean N

ew
 R

oles and R
esponsibilities ” T

he C
onference B

oard, 04 A
ugust, 2010

（
16
） 

「
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
よ
る
プ
ロ
ク
シ
・
ア
ク
セ
ス
・
ル
ー
ル
の
採
択
」U

.S
. L

egal D
evelopm

ents by T
ed P

aradise, D
avis P

olk &
 W

ardw
ell 

L
L
P
.

（
二
〇
一
〇
年
九
月
七
日
）。

（
17
） 

鈴
木
裕
「
混
迷
深
ま
る
米
国
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
」
大
和
総
研
資
本
市
場
調
査
部S

trategy and E
conom

ic R
eport

（
二
〇
一
〇
年
一
〇
月
五

日
）
一
│
二
頁
。S

E
C
 W

E
B
 Im

plem
enting D

odd-F
rank W

all S
treet R

eform
 and C

onsum
er P

rotection A
ct- U

pcom
ing A

ctivity.

（
18
） http://w

w
w
.uscham

ber.com
/press/releases/2010/septem

ber/us-cham
ber-joins-business-roundtable-law

suit-challenging-

securities-an

（
19
） http://sec.gov/rules/other/2010/33-9149.pdf

（
20
） 

松
嶋
隆
弘
教
授
・
弁
護
士
『
税
理
士
の
た
め
の
中
小
企
業
の
内
部
統
制
』
日
本
税
理
士
会
連
合
会
推
薦
・
ぎ
ょ
う
せ
い
（
二
〇
〇
八
年
五
月
）

三
五
│
四
四
頁
。

（
21
） In re C

itigroup S
’holder L

itig., 964 A
.2d 106, 122 

（D
el.C

h. 2009

）, Joseph W
. C

ooch “In re C
itigroup Inc. S

hareholder 

D
erivative L

itigation: In the H
eat of C

risis, C
hancery C

ourt S
crutinizes E

xecutive C
om

pensation ” 2011

（
22
） In re B

ear S
tearns L

itigation, 23 M
isc. 3d 447 

（N
.Y

. S
up. C

t. 2008
）. 

六
一
四



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
一
〇
〇
七
）

（
23
） 

“IN
 R

E
 T

H
E
 D

O
W

 C
H
E
M

IC
A
L
 C

O
M

P
A
N
Y
 D

E
R
IV

A
T
IV

E
 L

IT
IG

A
T
IO

N
” IN

 T
H
E
 C

O
U
R
T
 O

F
 C

H
A
N
C
E
R
Y
 O

F
 

C
O
N
S
O
L
ID

A
T
E
D
 C

ivil A
ction N

o. 4349-C
C
 T

H
E
 S

T
A
T
E
 O

F
 D

E
L
A
W

A
R
E
 D

ate D
ecided: January 11, 2010

（
24
） 
松
浦
肇
「
足
踏
み
す
る
ア
メ
リ
カ
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
」
金
融
財
政
事
情
（
二
〇
一
〇
年
一
一
月
八
日
）
三
八
│
四
二
頁
参
照
。

ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
で
も
株
主
権
強
化
は
市
場
再
生
の
手
段
と
し
て
重
視
さ
れ
ず
、
金
融
危
機
以
降
の
米
国
ガ
バ
ナ
ン
ス
が
進
化
し
て
い
な
い
。

（
25
） O

ppenheim
er &

 C
o., C

anadian Im
perial B

ank of C
om

m
erce, F

rem
ont G

eneral C
orp., M

organ S
tanley, the M

errill L
ynch 

division of B
ank of A

m
erica C

orp., S
tate S

treet C
orp. and B

ank U
nited C

orp.

（
26
） E

isenberg, T
he D

ivergence of S
tandards of C

onduct and S
tandards of R

eview
 in C

orporate L
aw

, 62 F
ordham

 L
.R

ev.437.467

（1993

）、
近
藤
光
男
『
経
営
判
断
と
取
締
役
の
責
任
』
中
央
経
済
社
（
一
九
九
四
年
）
八
五
│
八
九
頁
。

（
27
） http://courts.delaw

are.gov/opinions/

（hsgnfg2xk3k5zp45tgt4af45

）/dow
nload.aspx?ID

=116710,U
.S

. L
egal D

evelopm
ents by 

T
ed P

aradise, D
avis P

olk &
 W

ardw
ell L

L
P

「
ガ
バ
ナ
ン
ス
：
デ
ラ
ウ
エ
ア
州
企
業
の
役
員
に
は
受
託
者
と
し
て
の
リ
ス
ク
が
あ
る
」

（
二
〇
〇
九
年
二
月
一
六
日
）。

（
28
） R

ichard B
. K

apnick, E
sq., and C

ourtney A
. R

osen, E
sq “U

sing E
xculpatory C

lauses in D
efending A

gainst B
reach-of-

F
iduciary-D

uty C
laim

s ” C
orporate O

ffi  cers&
D
irectors L

iability V
O
L
U
M

E
 24 h IS

S
U
E
 22 h april 27, 2009

（
29
） http://w

w
w
.w

lrk.net/docs/A
irP

roductsC
hem

icalsIncvA
igasIncF

eb152011.pdf. 

神
山
哲
也
「
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
に
よ
る
米
国

ガ
バ
ナ
ン
ス
規
制
の
強
化
」
野
村
資
本
市
場
ク
ォ
ー
タ
リ
ー
（
二
〇
一
一
年
春
号
）
一
二
一
│
一
二
三
頁
。

（
30
） 

法
令
遵
守
体
制
構
築
義
務
に
関
し
、C

arem
ark

事
件
判
決
（698A

.2d959,D
el.C

h.1996

）
は
情
報
報
告
シ
ス
テ
ム
構
築
義
務
を
肯
定
し
、

基
準
に
誠
実
性
欠
如
、
継
続
的
・
組
織
的
監
督
の
懈
怠
を
掲
げ
、
詳
細
レ
ベ
ル
は
経
営
判
断
の
問
題
と
す
る
。
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
最
高
裁
判
所
は
誠
実

義
務
、
忠
実
義
務
、
注
意
義
務
を
信
認
義
務
と
し
、
誠
実
義
務
を
忠
実
義
務
の
下
位
的
要
求
と
す
る
同
州
衡
平
法
裁
判
所
と
の
理
論
的
統
一
と
し
て

D
isney

事
件
判
決
（2005D

el.C
h.L

E
X
IS

113,C
h.2005;906A

.2d27,D
el.2006

）
が
出
さ
れ
る
。S

tone V
. R

itter

判
決
（911A

.2d362,D
el.

2006

）
で
は
下
位
的
要
素
と
位
置
づ
け
る
。
誠
実
義
務
重
視
の
背
景
に
同
州
一
般
会
社
法
一
〇
二
条
（
ｂ
）
項
（
七
）
に
基
づ
く
定
款
規
程
の
免
責
、

不
祥
事
続
発
と
連
邦
法
の
影
響
が
あ
る
。
継
続
的
・
組
織
的
監
督
の
懈
怠
は
誠
実
義
務
違
反
か
ら
忠
実
義
務
違
反
と
な
り
、
免
責
規
定
の
適
用
除
外
、

六
一
五



政
経
研
究　

第
四
十
九
巻
第
三
号
（
二
〇
一
三
年
一
月
）

（
一
〇
〇
八
）

経
営
判
断
原
則
不
適
用
と
繋
が
る
が
、
懈
怠
の
基
準
に
つ
き
判
例
で
は
監
査
委
員
会
の
不
設
置
、
義
務
違
反
の
認
識
の
必
要
性
が
掲
げ
ら
れ
、
前
者

は
上
場
企
業
に
と
り
充
足
可
能
で
、
後
者
は
取
締
役
の
主
観
の
証
明
が
要
求
さ
れ
、
裁
判
所
の
謙
抑
的
態
度
が
示
さ
れ
、
経
営
判
断
原
則
の
代
替
機

能
と
し
て
法
令
遵
守
構
築
義
務
に
よ
る
規
律
付
け
の
減
殺
を
も
た
ら
す
。
他
方
、
監
視
義
務
の
受
動
的
側
面
と
し
て
、
従
業
員
の
違
法
行
為
の
情
報

を
入
手
し
た
場
合
、
取
締
役
は
適
切
な
措
置
を
講
じ
る
義
務
が
あ
り
、
法
令
遵
守
義
務
よ
り
もR

ed F
lag

対
処
義
務
に
よ
る
規
律
付
け
を
期
待
す

る
感
も
あ
る
（M

cC
all V

.S
cott

事
件
判
決
（239F

.3d808, 6thC
ir.2001

））。
米
国
で
は
適
切
な
法
令
遵
守
体
制
構
築
は
従
前
の
信
認
義
務
に

よ
っ
て
は
困
難
な
面
も
あ
り
、
誠
実
義
務
重
視
、
経
営
判
断
原
則
理
論
と
の
共
通
性
、
連
邦
法
・
監
査
委
員
会
制
度
の
補
完
、
違
法
行
為
認
知
後
の

監
督
義
務
充
実
化
等
が
検
討
さ
れ
る
。
南
健
悟
「
企
業
不
祥
事
と
取
締
役
の
民
事
責
任
│
法
令
遵
守
体
制
構
築
義
務
を
中
心
に
」
日
本
私
法
学
会

（
於
神
戸
大
学 

二
〇
一
一
年
一
〇
月
九
日
）。
我
が
国
で
も
経
営
判
断
原
則
の
適
用
外
と
さ
れ
て
き
た
法
令
遵
守
に
つ
い
て
内
容
に
関
す
る
司
法
審

査
の
謙
抑
性
、
経
営
判
断
原
則
の
妥
当
性
に
関
す
る
示
唆
と
な
ろ
う
。

（
31
） T

he seventh edition of D
eloitte &

 T
ouche L

L
P

’s G
lobal R

isk M
anagem

ent S
urvey, E

dw
ard H

ida, the report ’s editor and 

global leader of the risk and capital m
anagem

ent team
 at D

eloitte &
 T

ouche L
L
P
, F

ebruary 23, 2011, IT
 G

R
C
 F

O
R
U
M

.

（
32
） 

“S
ystem

ic R
egulation of L

arge B
ank H

olding C
om

panies U
nder the D

odd-F
rank A

ct ” by T
hom

as P
. V

artanian and G
ordon 

L
. M

iller.

（
33
） 

“T
he D

odd-F
rank W

all S
treet R

eform
 and C

onsum
er P

rotection A
ct-T

op 10 considerations for banks ” G
rant T

hornton 

L
L
P
.

（
34
） 

“U
nderstanding the N

ew
 F

inancial R
eform

 L
egislation: T

he D
odd-F

rank W
all S

treet R
eform

 and C
onsum

er P
rotection 

A
ct ” M

ayer B
row

n, July 2010. w
w
w
.m

ayerbrow
n.com

（
35
） 

関
雄
太
「
ゴ
ー
ル
ド
マ
ン
・
サ
ッ
ク
ス
に
お
け
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
の
取
り
組
み
」
野
村
資
本
市
場
研
究
所
資
本
市
場
ク
ォ
ー
タ
リ
ー

（
二
〇
一
一
年
冬
号
）
一
三
四
│
一
四
三
頁
。

（
36
） 

私
見
で
あ
る
が
、
同
原
則
に
は
簡
易
判
決
（sum

m
ary judgem

ent

）
の
存
在
な
ど
比
較
検
討
の
前
提
が
共
通
す
る
か
、
議
論
も
あ
る
。
銀
行

融
資
の
取
締
役
の
善
管
注
意
義
務
違
反
な
ど
、
従
前
の
判
例
で
は
米
国
は
我
が
国
よ
り
も
厳
格
と
も
み
ら
れ
、
一
概
に
言
い
切
れ
な
い
。
今
後
の
研

六
一
六



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
一
〇
〇
九
）

究
課
題
と
し
た
い
。

（
37
） C

arem
ark

判
決
と
Ｅ
Ｒ
Ｍ
に
関
し
て
、S

tephen M
. B

ainbridge “C
arem

ark and E
nterprise R

isk M
anagem

ent ” 2009. w
w
w
.

delaw
arelitigation.com

/uploads/fi le/intB
0

（1

）.pdf .

（
38
） 
内
部
統
制
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
形
態
が
、
業
態
で
異
な
る
と
さ
れ
る
こ
と
と
軌
を
一
に
し
よ
う
か
。

（
39
） 

フ
ァ
ム
・
ヴ
ィ
エ
ト
・
デ
ュ
ク
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
に
お
け
る
銀
行
取
締
役
の
注
意
義
務
」
横
浜
国
際
社
会
学
研
究
第
一
二
巻

第
二
号
（
二
〇
〇
七
年
八
月
）
一
二
三
│
一
三
九
頁
。

（
40
） 

私
見
と
し
て
、
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法
の
ボ
ル
カ
ー
・
ル
ー
ル
の
域
外
適
用
に
よ
り
、
銀
行
業
務
の
狭
隘
化
が
進
め
ば
責
任
厳
格
化
へ
の
収
斂
、

シ
テ
ィ
基
準
に
よ
る
緩
和
等
が
検
討
さ
れ
よ
う
。

（
41
） 

齋
藤
憲
道
「
消
費
者
法
制
の
動
向
と
リ
ス
ク
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
│
安
全
問
題
を
中
心
に
│
」
日
本
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
特
別
講
義

（
二
〇
一
二
年
七
月
一
三
日
）。

（
42
） 

松
嶋
隆
弘
教
授
は
予
て
よ
り
会
社
法
全
般
の
観
点
か
ら
差
止
請
求
権
に
関
し
て
鋭
く
論
及
さ
れ
て
い
る
。
松
嶋
隆
弘
「
商
法
上
の
差
止
仮
処
分

の
「
実
効
性
」
に
つ
い
て
（
一
）
〜
（
三
・
完
）」
日
本
法
学
六
二
巻
三
号
（
一
九
九
六
年
）
五
一
三
│
五
三
五
頁
、
六
三
巻
二
号
（
一
九
九
七
年
）

二
七
七
│
三
〇
一
頁
、
六
四
巻
一
号
（
一
九
九
八
年
）
一
一
九
│
一
四
二
頁
。

（
43
） 

同
一
企
業
の
社
外
役
員
を
長
年
務
め
る
場
合
、
蓄
積
も
増
加
し
よ
う
が
独
立
性
の
希
薄
化
も
懸
念
さ
れ
再
任
制
限
に
つ
き
、
コ
ニ
カ
ミ
ノ
ル
タ

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社
（
委
員
会
設
置
会
社
）
は
社
外
取
締
役
の
任
期
を
原
則
四
年
と
す
る
。
社
外
役
員
の
人
材
不
足
が
指
摘
さ
れ
る
所
以

で
あ
ろ
う
。

（
44
） 

リ
ー
マ
ン
・
ブ
ラ
ザ
ー
ス
で
は
、
ラ
イ
バ
ル
企
業
（
ゴ
ー
ル
ド
マ
ン
・
サ
ッ
ク
ス
）
元
Ｃ
Ｅ
Ｏ
が
財
務
長
官
と
し
て
金
融
当
局
の
指
揮
を
執
る

立
場
に
い
た
。

（
45
） 

バ
ー
ゼ
ル
銀
行
監
督
委
員
会
二
〇
一
〇
年
一
〇
月
四
日
「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
強
化
す
る
た
め
の
諸
原
則
」（P

rinciples for 

enhancing corporate governance

）
で
は
原
則
二
の
独
立
性
と
潜
在
的
利
益
相
反
に
お
い
て
会
社
利
益
に
資
す
る
場
合
は
待
機
期
間
（w

aiting 

period

）
設
定
、
関
与
を
避
け
る
事
項
を
文
書
で
明
確
化
す
る
等
の
利
益
相
反
軽
減
の
適
切
な
プ
ロ
セ
ス
を
設
け
る
べ
き
と
す
る
。

六
一
七



政
経
研
究　

第
四
十
九
巻
第
三
号
（
二
〇
一
三
年
一
月
）

（
一
〇
一
〇
）

（
46
） 

ラ
イ
バ
ル
企
業
の
報
酬
、
親
戚
関
係
な
ど
。
年
金
支
給
や
保
険
継
続
な
ど
退
職
後
も
継
続
が
や
む
を
得
な
い
と
評
さ
れ
る
部
分
も
あ
る
と
み
ら

れ
、
法
的
要
件
化
に
は
馴
染
み
に
く
い
面
が
あ
る
。

（
47
） A

rturo B
ris “F

inancial Instrum
ents ” E

U
 A

S
IA

 C
O
R
P
O
R
A
T
E
 G

O
V
E
R
N
A
N
C
E
 D

IA
L
O
G
U
E
, July 6, 2012, F

inancial 

S
ervices A

gency, T
okyo. 

独
立
性
を
あ
る
程
度
は
犠
牲
に
す
る
こ
と
も
あ
り
得
る
。

（
48
） H

anno M
erkt “E

U
 H

arm
onization

：W
hat has it A

chieved? ” 

注（
47
） D

IA
L
O
G
U
E
.

も
っ
と
も
市
場
規
律
の
有
用
性
が
否
定
さ
れ
る

も
の
で
も
な
い
。

（
49
） Julian F

ranks “S
hareholder A

ctivism
”, A

rturo B
ris &

 N
oriyuki Y

anagaw
a “F

inancial Instrum
ents ”, M

rrco B
echt 

“C
onclusions ” 

注（
47
） D

IA
L
O
G
U
E
.

一
株
一
議
決
権
原
則
は
市
場
の
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル
ズ
が
前
提
で
、
こ
れ
を
欠
く
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
機
能
に

歪
み
が
生
じ
る
。
低
価
格
時
の
株
買
い
占
め
は
容
易
で
、
全
体
の
効
率
性
を
失
う
。

（
50
） 

堀
本
善
雄
「
再
点
検
・
外
資
系
金
融
グ
ル
ー
プ
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
」
金
融
財
政
事
情
（
二
〇
一
〇
年
一
月
四
日
）
八
四
│
八
八
頁
。

（
51
） 

“R
oundtable D

iscussion on M
odern lssues about M

&
A
s under C

orporate and S
ecurities L

aw
s:A

 C
om

parative P
erspective ” 

T
he 43rd C

om
parative L

aw
 and P

olitics S
ym

posium
, U

niversity of T
okyo, A

ugust 3, 2012.

（
52
） Jacques B

uhart, M
cD

erm
ott W

ilI&
E
m
ery “C

urrent S
tatus of Im

plem
entation of the E

U
 T

akeover D
irective ” 

注（
51
） Sym

posium
.

（
53
） 

取
締
役
会
が
企
業
利
益
を
考
慮
し
買
収
者
と
利
害
が
反
す
る
とP

rincipal A
gent

問
題
が
生
じ
る
。

（
54
） 

複
数
議
決
権
に
関
し
て
、
英
国
は
中
立
性
規
定
を
採
用
し
つ
つ
、
複
数
議
決
権
や
議
決
権
制
限
な
ど
定
款
変
更
を
要
す
る
防
衛
策
は
株
主
総
会

特
別
決
議
（
七
五
％
）
に
よ
り
導
入
可
能
で
、
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
よ
り
矛
盾
点
の
調
整
を
図
り
、
実
際
の
導
入
実
績
は
少
な
い
。
ド
イ
ツ
で
は

一
九
九
八
年
株
式
法
改
正
に
よ
り
複
数
議
決
権
制
度
を
廃
止
し
、
無
議
決
権
株
式
は
存
在
す
る
。

（
55
） C

ourt of C
hancery of D

elaw
are. Inre S

O
U
T
H
E
R
N
 P

E
R
U
 C

O
P
P
E
R
 C

O
R
P
O
R
A
T
IO

N
 S

H
A
R
E
H
O
L
D
E
R
 D

E
R
IV

A
T
IV

E
 

L
IT

IG
A
T
IO

N
. C

.A
.N

o.961-C
S
. S

ubm
itted:July 15, 2011. D

ecided: O
ct. 14, 2011. R

evised:D
ec.20, 2011.

（W
E
S
T
 L

A
W

）

（
56
） Jill F

isch “A
 R

ecent C
ase In T

he U
.S

. ” 

注（
47
） D

IA
L
O
G
U
E
.

六
一
八



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
一
〇
一
一
）

（
57
） 

神
田
秀
樹
「
い
わ
ゆ
る
受
託
者
責
任
に
つ
い
て
：
金
融
サ
ー
ビ
ス
法
へ
の
構
想
」
財
務
省
「
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
レ
ビ
ュ
ー
」M

arch-2001.

九
八
│
一
一
〇
頁
。
田
岡
絵
里
子
「
忠
実
義
務
か
ら
み
た
信
認
関
係
の
内
容
と
そ
の
性
質
」
早
稲
田
法
学
五
八
巻
二
号
（
二
〇
〇
八
年
）
三
五
九
│

四
一
二
頁
。
村
本
武
志
「
投
資
取
引
に
お
け
る
信
認
義
務
の
機
能
と
役
割
」
現
代
法
学
第
二
一
号
（
二
〇
一
二
年
三
月
）
三
一
│
八
一
頁
。

（
58
） 
取
締
役
の
信
認
義
務
違
反
を
問
う
場
合
、
完
全
公
正
基
準
（entire fairness test

）、
経
営
判
断
原
則
、
中
間
的
基
準
が
あ
り
、
完
全
公
正
基

準
は
利
益
相
反
取
引
な
ど
の
厳
格
基
準
で
あ
る
。
中
間
的
基
準
は
敵
対
的
買
収
の
支
配
権
争
い
な
ど
の
局
面
で
取
締
役
の
行
為
の
公
正
・
合
理
性
に

つ
い
て
、
取
締
役
に
立
証
責
任
が
課
せ
ら
れ
る
（
ユ
ノ
カ
ル
判
決
、
レ
ブ
ロ
ン
判
決
な
ど
）。

（
59
） 

多
数
派
株
主
を
利
す
る
利
益
相
反
取
引
・
自
己
取
引
を
禁
ず
る
忠
実
義
務
違
反
で
は
責
任
軽
減
・
免
除
（
デ
ラ
ウ
エ
ア
州
会
社
法
一
〇
二
条

（
ｂ
）（
七
））、
責
任
保
険
適
用
（
Ｄ
＆
Ｏ
）（
一
四
五
条
）
は
な
い
。

（
60
） In re S

outhern P
eru C

opper: C
ourt of C

hancery G
rants $1.263 B

illion A
w
ard in F

iduciary D
uty C

ase w
ith C

ontrolling 

S
tockholder, http://us.practicallaw

.com
/4-509-4510?source=rss

（
61
） Jill F

isch “A
 R

ecent C
ase In T

he U
.S

. ” 

注（
51
） Sym

posium
. G

roup M
exico

の
下
にS

outhern P
eru C

opper

（
五
四
・
一
七
％

equity

、
六
三
・
〇
八
％voting

、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
上
場
）、M

inera M
exico

（
九
九
・
一
五
％
、
非
上
場
）
が
あ
り
、
株
式
交
換
に
よ
り
、S

outhern 

P
eru

にM
inera M

exico

を
吸
収
さ
せ
る
た
め
に
、G

roup M
exico

はM
inera M

exico

の
株
式
（
九
九
・
一
五
％
）
をS

outhern P
eru

に
譲

渡
し
、S

outhern P
eru

は67.2m
illion new

 shares
をG

roup M
exico

に
発
行
す
る
。S

outhern P
eru

はM
inera M

exico

（
九
九
・
一
五
％
）

を
取
得
し
、G

roup M
exico

はS
outhern P

eru

の
約
八
〇
％
を
取
得
す
る
に
至
る
。M

inera M
exico

の
株
式
評
価
が
高
額
で
あ
る
と
し
て
問

題
と
な
っ
た
。
特
別
委
員
会
はF

inancial A
dvisor

で
あ
るG

oldm
an S

achs

のdiscount cash

法
に
よ
る
過
大
な
評
価
を
採
用
し
た
（
三
対
一

の
賛
成
多
数
）。P

eru

事
件
は
最
終
判
決
は
ま
だ
出
て
お
ら
ず
、
係
争
事
件
が
厳
格
な
デ
ラ
ウ
エ
ア
州
か
ら
他
州
に
移
る
傾
向
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

（
62
） 

裁
判
官
が
公
正
さ
の
レ
ビ
ュ
ー
は
と
も
か
く
評
価
ま
で
行
う
こ
と
は
我
が
国
で
は
困
難
で
あ
る
。
九
〇
％
の
受
入
価
格
を
下
回
ら
な
い
こ
と
、

不
公
正
さ
が
示
さ
れ
れ
ば
立
証
責
任
は
反
対
株
主
に
転
換
さ
れ
る
。
九
〇
％
の
受
入
価
格
で
も
不
信
と
な
る
ケ
ー
ス
と
し
て
Ｔ
Ｏ
Ｂ
ル
ー
ル
に
従
わ

ず
、
情
報
開
示
も
な
く
関
与
取
締
役
が
除
外
さ
れ
な
い
場
合
が
存
在
し
う
る
と
の
指
摘
に
つ
き
、
神
田
秀
樹
「
我
が
国
の
Ｍ
Ｂ
Ｏ
法
制
の
特
異
性
」

“M
B
O
s and S

qeeze-out ” 

注（
47
） D

IA
L
O
G
U
E
.

私
見
で
あ
る
が
、
価
格
決
定
自
体
は
申
立
が
あ
れ
ば
可
能
で
、
裁
判
官
に
よ
る
公
正
価
格
算

六
一
九



政
経
研
究　

第
四
十
九
巻
第
三
号
（
二
〇
一
三
年
一
月
）

（
一
〇
一
二
）

定
が
我
が
国
で
不
可
能
と
ま
で
言
い
切
れ
る
か
、
今
後
検
討
さ
れ
よ
う
か
。
関
連
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
エ
ク
ス
チ
ェ
ン
ジ
株
式
価
格
決
定
申
立
事
件

（
最
決
二
〇
一
〇
年
一
二
月
七
日
全
判
一
三
六
〇
号
二
三
頁
）
で
は
、
前
提
と
し
て
上
場
廃
止
で
個
別
株
主
通
知
制
度
を
失
い
原
告
適
格
を
喪
失
し

て
い
る
。
鳥
山
恭
一
・
法
学
セ
ミ
ナ
ー
六
七
五
号
一
二
一
頁
（
二
〇
一
一
年
）、
仁
科
秀
隆
「
メ
デ
ィ
ア
エ
ク
ス
チ
ェ
ン
ジ
株
式
価
格
決
定
申
立
事

件
最
高
裁
決
定
の
検
討
」
商
事
法
務
一
九
二
九
号
（
二
〇
一
一
年
）
四
頁
ほ
か
。

（
63
） 

市
場
価
格
が
存
在
す
る
中
で
の
評
価
と
い
う
事
案
で
あ
り
、G
oldm

an S
achs

も
罠
に
は
ま
っ
た
。Jill F

isch 

注（
51
） Sym

posium
. 

デ
ラ

ウ
エ
ア
州
で
は
意
図
的
に
企
業
利
益
に
反
し
た
場
合
の
み
支
配
株
主
の
関
係
で
特
別
委
員
会
の
責
任
が
問
わ
れ
、
こ
の
点
で
特
別
委
員
会
の
責
任
を

問
う
水
準
は
高
い
。

（
64
） 

忠
実
義
務
違
反
と
す
る
点
、
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
衡
平
法
裁
判
所
の
立
場
と
矛
盾
す
る
も
の
で
な
い
。
私
見
で
あ
る
が
、
多
数
株
主
を
利
す
る
場
合

も
忠
実
義
務
違
反
と
す
れ
ば
例
外
的
と
な
り
、
正
面
切
っ
て
誠
実
義
務
違
反
と
す
れ
ば
忠
実
義
務
か
ら
切
り
離
す
同
州
最
高
裁
の
立
場
に
な
る
の
で

あ
ろ
う
か
。

（
65
） E

isenberg

・
前
掲
注（
26
）。
経
営
判
断
の
吟
味
の
基
準
に
関
し
、
忠
実
義
務
の
事
例
で
は
最
も
厳
格
な
誠
実
お
よ
び
純
粋
な
公
正
基
準
が
適

用
さ
れ
る
。

（
66
） 

忠
実
義
務
違
反
に
関
し
て
デ
ラ
ウ
エ
ア
州
判
例
の
大
部
分
は
差
止
に
よ
り
契
約
無
効
、
執
行
不
可
と
な
る
が
、
我
が
国
で
は
忠
実
義
務
は
善
管

注
意
義
務
に
含
ま
れ
、
損
害
賠
償
請
求
の
形
式
を
と
る
。
注（
47
） D

IA
L
O
G
U
E

神
田
秀
樹
発
言
。
こ
の
ほ
か
、
経
営
判
断
と
差
止
請
求
に
関
す

る
考
察
と
し
て
近
藤
光
男
・
前
掲
注（
26
）一
一
八
│
一
二
一
頁
。

（
67
） 

差
止
命
令
（injunction

）
制
度
の
あ
る
米
国
と
異
な
り
、
監
査
役
の
差
止
請
求
に
関
し
て
、
我
が
国
で
は
著
し
い
損
害
の
立
証
責
任
が
ネ
ッ

ク
と
な
ろ
う
か
。
ま
た
株
主
が
監
査
役
に
差
止
請
求
を
求
め
る
制
度
の
創
設
に
つ
き
、
稲
葉
威
雄
『
会
社
法
の
解
明
』
中
央
経
済
社
（
二
〇
一
〇

年
）
四
三
〇
頁
。

（
68
） 

改
正
英
国
会
社
法
で
はstakeholder

の
考
察
を
取
り
込
み
、
濫
用
的
買
収
が
起
こ
り
に
く
く
な
る
と
さ
れ
、
ユ
ノ
カ
ル
判
決
と
親
和
性
が
あ

ろ
う
（
レ
ブ
ロ
ン
判
決
は
株
主
重
視
に
戻
る
）。
ブ
ル
ド
ッ
ク
ソ
ー
ス
事
件
（
最
高
裁
決
定
二
〇
〇
八
年
八
月
七
日
）
で
総
会
の
八
割
以
上
の
株
主

賛
意
を
根
拠
の
一
つ
に
掲
げ
る
我
が
国
最
高
裁
の
判
断
に
対
し
て
批
判
的
見
解
を
示
す
経
済
産
業
省
『
近
時
の
諸
環
境
の
変
化
を
踏
ま
え
た
買
収
防

六
二
〇



米
国
金
融
規
制
改
革
法
な
ど
国
際
金
融
法
制
に
お
け
る
新
た
な
リ
ス
ク
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
藤
川
）

（
一
〇
一
三
）

衛
策
の
在
り
方
』（
二
〇
〇
八
年
六
月
）
八
│
九
頁
と
同
じ
括
り
と
い
え
よ
う
か
。

（
69
） 

長
谷
川
俊
明
『
企
業
に
お
け
る
不
正
と
内
部
統
制
│
国
際
商
取
引
の
留
意
点
│
』
国
際
商
取
引
学
会
（
二
〇
一
二
年
七
月
二
一
日
）。

（
70
） 
「
英
国
で
新
た
な
贈
収
賄
禁
止
法
が
成
立
」O

’M
elvency&

M
yers L

L
P

（
二
〇
一
〇
年
五
月
一
〇
日
）
参
照
。w

w
w
.om

m
tokyo.jp/new

s/

backnum
ber/20100510.htm

l 

（
71
） 

立
証
責
任
に
つ
き
、U

nited S
tates v. K

ay, 359 F
.3d 738, 754-56 

（5th C
ir. 2004

）

（
72
） 

「
二
〇
一
一
年
七
月
一
日
施
行
予
定
の
英
国
贈
収
賄
法
│
英
国
法
務
省
が
英
国
贈
収
賄
法
の
適
用
に
関
す
る
指
針
を
発
表
│
」
モ
リ
ソ
ン
・

フ
ォ
ス
タ
ー
外
国
法
事
務
弁
護
士
事
務
所
（
二
〇
一
一
年
四
月
一
五
日
）。http://w

w
w
.m

ofo.jp/topics/legal-updates/tlcb/20110415.htm
l

（
73
） 

河
村
賢
治
「
証
券
市
場
の
信
頼
性
向
上
と
取
締
役
会
の
改
革
」
証
券
経
済
学
会
（
二
〇
一
二
年
六
月
九
日
）。
会
社
法
制
に
お
け
る
ガ
バ
ナ
ン

ス
の
検
討
に
関
し
て
は
論
点
も
多
く
、
別
稿
を
期
し
た
い
。

（
74
） 

支
配
株
主
の
忠
実
義
務
に
関
し
て
、
支
配
株
主
の
権
限
濫
用
行
為
の
規
制
に
つ
き
、
我
が
国
は
明
文
規
定
な
く
、
不
法
行
為
責
任
説
、
忠
実
義

務
説
、
事
実
上
の
取
締
役
説
の
法
理
解
釈
が
さ
れ
る
。
忠
実
義
務
説
（
出
口
正
義
『
株
主
権
法
理
の
展
開
』
文
眞
堂
（
一
九
九
一
年
）
三
頁
他
）
で

は
支
配
株
主
に
忠
実
義
務
を
認
め
る
が
、
有
限
責
任
と
い
う
立
法
上
の
難
点
も
指
摘
さ
れ
る
。
江
頭
憲
治
郎
『
株
式
会
社
法
（
第
四
版
）』
二
一
頁

（
有
斐
閣
二
〇
一
一
年
）。
事
実
上
の
取
締
役
と
み
て
監
視
義
務
と
構
成
す
る
判
例
も
み
ら
れ
る
。
京
都
地
判
平
成
四
・
二
・
五
（
判
時
一
三
七
六
号

一
一
〇
頁
・
金
判
八
八
〇
号
二
四
頁
）、
大
阪
地
判
平
成
二
三
・
一
〇
・
三
一
（
判
時
二
一
三
五
号
一
二
一
頁
）。
私
見
で
あ
る
が
、
事
実
上
の
取
締

役
説
も
四
二
九
条
に
包
摂
さ
れ
、
さ
ら
に
別
途
、
株
主
の
権
利
行
使
に
関
す
る
利
益
供
与
（
会
社
法
一
二
〇
条
）
と
し
て
構
成
す
る
こ
と
も
可
能
で

あ
ろ
う
か
。

（
75
） 

正
木
義
久
・
野
崎
竜
一
「
日
米
の
フ
ィ
デ
ュ
ー
シ
ャ
リ
│
義
務
の
変
容
と
比
較
」
商
事
法
務
一
八
〇
四
号
（
二
〇
〇
七
年
七
月
）
三
〇
│
四
一

頁
、
江
頭
憲
治
郎
『
株
式
会
社
法
』
有
斐
閣
（
二
〇
〇
六
年
）
三
九
一
│
三
九
二
頁
。

（
76
） 

拙
稿
「
金
融
危
機
後
の
国
際
金
融
法
規
制
の
展
望
と
新
た
な
統
合
的
リ
ス
ク
管
理
な
ら
び
に
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
構
築
に
向
け
て
」『
現
代
企
業

法
学
の
理
論
と
動
態
』
奥
島
孝
康
先
生
古
希
記
念
第
一
巻
《
下
巻
》
成
文
堂
（
二
〇
一
一
年
一
〇
月
）
六
九
三
│
七
五
九
頁
。

（
77
） 

松
嶋
隆
弘
教
授
は
経
営
判
断
原
則
に
つ
き
、「
経
営
判
断
に
関
す
る
裁
判
所
の
審
査
能
力
の
問
題
…
事
後
的
な
事
情
に
基
づ
き
取
締
役
に
結
果

六
二
一



政
経
研
究　

第
四
十
九
巻
第
三
号
（
二
〇
一
三
年
一
月
）

（
一
〇
一
四
）

責
任
を
負
わ
せ
る
…
不
当
で
あ
る
。
…
第
三
に
、
経
営
判
断
の
失
敗
に
関
す
る
リ
ス
ク
は
取
締
役
を
選
任
し
、
経
営
に
つ
き
委
任
し
た
株
主
に
負
わ

せ
る
べ
き
で
あ
る
」
と
述
べ
類
型
化
を
示
さ
れ
る
。
内
部
統
制
と
経
営
判
断
を
コ
イ
ン
の
裏
表
と
評
さ
れ
、
前
提
事
実
の
認
識
と
意
思
決
定
過
程
、

プ
ロ
セ
ス
と
内
容
の
区
別
を
図
る
等
、
従
来
よ
り
議
論
の
あ
っ
た
課
題
を
切
り
込
ま
れ
、
裁
判
所
の
審
査
能
力
に
つ
い
て
も
判
断
基
準
の
透
明
化
を

示
さ
れ
る
。
先
見
の
明
あ
る
見
解
で
参
照
す
べ
き
で
あ
る
。
松
嶋
隆
弘
・
前
掲
注（
20
）三
八
│
四
〇
頁
、
同
「
債
務
の
株
式
化
に
関
す
る
一
考
察
」

石
山
卓
磨
・
上
村
達
男
・
川
島
い
づ
み
・
尾
崎
安
央
編
著
酒
巻
俊
雄
教
授
古
稀
記
念
論
文
集
『
二
一
世
紀
の
企
業
法
制
』
商
事
法
務
（
二
〇
〇
三

年
）
七
九
三
│
八
〇
九
頁
、
同
「
会
社
法
に
お
け
る
株
主
の
地
位
と
企
業
承
継
」『
二
一
世
紀
の
家
族
と
法
│
小
野
幸
二
教
授
古
稀
記
念
論
集
』
法

学
書
院
（
二
〇
〇
七
年
）
五
三
二
│
五
四
七
頁
。

（
78
） 

形
式
的
株
主
主
義
の
修
正
で
、
支
配
株
主
で
な
く
経
営
陣
か
ら
み
た
企
業
価
値
向
上
に
重
き
を
置
く
と
み
れ
ば
経
営
者
寄
り
的
と
も
評
さ
れ
る

同
州
裁
判
所
の
傾
向
と
の
相
似
も
な
し
と
せ
ず
、
エ
ア
・
ガ
ス
社
ラ
イ
ツ
プ
ラ
ン
事
案
と
も
整
合
す
る
。
支
配
株
主
と
対
立
関
係
が
あ
る
上
場
企
業

で
は
多
面
的
な
企
業
価
値
を
考
慮
し
積
極
的
修
正
の
方
向
性
を
示
し
て
い
る
と
も
い
え
よ
う
。
忠
実
義
務
等
は
論
点
も
多
く
、
別
稿
で
比
較
法
的
検

討
を
進
め
た
い
。
私
見
で
あ
る
が
、
米
国
の
信
認
義
務
の
中
に
注
意
義
務
、
忠
実
義
務
が
あ
る
が
、
本
来
的
に
は
取
締
役
の
義
務
で
あ
り
、
誠
実
義

務
に
つ
い
て
も
し
か
り
で
、
信
認
義
務
に
入
る
か
、
あ
る
い
は
忠
実
義
務
の
下
部
概
念
と
構
成
す
る
に
せ
よ
、
株
主
の
義
務
を
こ
れ
に
含
め
る
こ
と

は
無
理
も
あ
る
。
取
締
役
が
責
任
を
担
う
対
象
を
会
社
ま
た
は
株
主
と
す
る
二
つ
の
考
え
方
が
米
国
で
議
論
に
な
り
、
会
社
で
あ
る
と
す
れ
ば
支
配

株
主
の
忠
実
・
誠
実
義
務
違
反
は
認
定
し
や
す
い
。
そ
の
場
合
の
議
論
の
大
枠
と
し
て
、
ド
イ
ツ
法
的
に
ヨ
コ
の
関
係
を
重
視
し
、
株
主
相
互
間
の

誠
実
義
務
違
反
・
株
主
間
差
別
化
と
み
る
立
場
と
親
和
性
が
あ
り
、
英
米
法
的
契
約
理
論
か
ら
は
組
合
的
に
当
初
の
構
成
員
合
意
の
原
点
に
帰
る
ア

プ
ロ
ー
チ
と
な
ろ
う
か
。

（
79
） S

outhern P
eru

事
件
に
関
し
て
も
、
今
後
最
高
裁
の
司
法
判
断
を
経
て
、
多
数
支
配
な
ど
の
株
主
ガ
バ
ナ
ン
ス
経
営
が
い
か
に
変
容
す
る
か

も
注
目
さ
れ
る
。

﹇
本
稿
は
二
〇
一
一
年
度
日
本
大
学
法
学
部
研
究
費
（
共
同
研
究
）
の
研
究
成
果
の
一
部
で
あ
る
﹈

六
二
二


